
決算特別委員会会議記録 

 

決算特別委員長  大友 栄二    

 

１ 日 時 

   令和６年１０月３日（木）  午前１０時００分から 

                 午後 ２時５１分まで 

 

２ 場 所 

   本会議場 

 

３ 出席した委員の氏名 

   大友栄二、小川克己、志村学、御手洗吉生、桝田貢、中野哲朗、宮成公一郎、 

   清田哲也、阿部長夫、太田正美、井上明夫、古手川正治、御手洗朋宏、成迫健児、 

   木田昇、原田孝司、玉田輝義、𠮷村哲彦、堤栄三、末宗秀雄、三浦由紀 

 

４ 欠席した委員の氏名 

な し 

 

５ 出席した委員外議員の氏名 

   岡野涼子、福崎智幸、猿渡久子、佐藤之則 

 

６ 出席した執行部関係者の職・氏名 

   総務部長 渡辺淳一、商工観光労働部長 利光秀方、議会事務局長 小石昭人 

 ほか関係者 

 

７ 会議に付した事件の件名 

   別紙次第のとおり 

 

８ 会議の概要及び結果 

第９５号議案令和５年度大分県一般会計歳入歳出決算の認定について、第９６号議案

令和５年度大分県公債管理特別会計歳入歳出決算の認定について、第９９号議案令和５

年度大分県中小企業設備導入資金特別会計歳入歳出決算の認定について及び第１００号

議案令和５年度大分県流通業務団地造成事業特別会計歳入歳出決算の認定について審査

を行った｡ 

 

９ その他必要な事項 

   な し 

 

 

 



１０ 担当書記 

議事課委員会班 主査       飛鷹真典 

   議事課委員会班 課長補佐（総括） 秋本昇二郎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



決算特別委員会次第  

 
日時：令和６年１０月３日（木）１０：００～ 

場所：本会議場 

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 部局別決算審査 

  （１）総務部 

      ①決算説明 

   ②質疑・応答 

   ③内部協議 

  （２）商工観光労働部 

      ①決算説明 

   ②質疑・応答 

   ③内部協議 

（３）議会事務局 

      ①決算説明 

   ②質疑・応答 

   ③内部協議 

 

 

３ その他 

 

 

４ 閉 会 
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別 紙 

会議の概要及び結果 

大友委員長 ただいまから、本日の委員会を開

きます。 

 この際付託された議案を一括議題とし、これ

より審査に入ります。 

 本日は総務部、商工観光労働部及び議会事務

局の部局別審査を行います。 

 これより総務部関係の審査に入ります。 

 執行部の説明は、要請した時間の範囲内とな

るよう要点を簡潔かつ明瞭にお願いします。 

 それでは、総務部長及び関係課室所長の説明

を求めます。 

渡辺総務部長 それではまず私から、資料番号

１０番、令和５年度一般会計及び特別会計決算

事業別説明書により説明します。タブレットの

７ページを御覧ください。 

 令和５年度一般会計及び特別会計歳出決算の

うち、総務部関係について説明します。一般会

計の歳出決算額は、表の一番下の歳出合計欄の

左から２列目、支出済額にあるように１，９２

９億９，７２４万６，０４４円となっています。 

 次の８ページを御覧ください。 

 公債管理特別会計の歳出決算額は、歳出合計

欄の左から２列目、支出済額にあるように１，

２３１億４，６２４万７，０５０円となってい

ます。決算内容の詳細については、後ほど担当

所属長から説明します。 

 次に資料番号１３番、令和５年度決算特別委

員会審査報告書に対する措置状況報告書につい

て説明します。タブレットの３ページを御覧く

ださい。 

 まず、財政運営の健全化についてです。財政

運営にあたっては、県政諸課題に着実に対応で

きるよう中長期的な視点に立ち、持続可能な財

政基盤を構築することを基本に進めています。

これをより確実なものとするため、令和２年３

月に策定した大分県行財政改革推進計画におい

て、財政調整用基金残高３３０億円の確保と、

臨時財政対策債等を除いた実質的な県債残高の

６，５００億円以下の水準維持を目標とし、健

全財政の堅持に取り組んできたところです。 

 令和５年度は県税収入の回復に加え、原油価

格・物価高騰対策等に国の重点支援交付金を有

効活用したことなどにより、年度末の財政調整

用基金残高は３３０億円を確保し、目標を２年

連続で達成することができました。県債残高に

ついても、臨時財政対策債の新規発行が減少し

たことに加え、交付税措置の低い県債の発行抑

制等に取り組んだ結果、総額は１兆５９７億円

と減少し、臨時財政対策債等を除く実質的な残

高は６，１２３億円と、目標の６，５００億円

以下の水準を維持することができています。 

 他方、今後は少子高齢化・人口減少の進行に

よる社会保障関係費の伸びや官民を通じた人件

費の増加、社会資本・公共施設の老朽化に加え、

防災・減災、国土強靱化の推進等による公債費

の増嵩などによる、財政需要の増加が見込まれ

ます。国では、令和７年度以降も地方の一般財

源総額について、実質的に同水準を確保すると

していますが、安心・元気・未来創造の大分県

づくりに向けた施策を積極的に展開するために

は、持続可能な行財政基盤を確保しておく必要

があります。 

 このため、本年９月に策定した新たな行財政

改革計画、大分県行財政改革推進計画２０２４

では、デジタルや先端技術の力を活用し県民サ

ービスの向上に資する業務の効率化・高度化を

進めるとともに、財政調整用基金残高や実質的

な県債残高の目標を据え置き、事務事業におけ

るスクラップ・アンド・ビルドの徹底等に取り

組むこととしています。 

 引き続き、常在行革の精神で財政運営の効率

化・健全化に努めていきます。 

 次の４ページを御覧ください。 

 収入未済の解消についてです。県税の収入未

済額については、より一層の徴収強化に努めた

ことにより、前年度に比べ２，５１４万９千円

減少しました。 

 収入未済額の大半を占める個人県民税につい
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ては県徴収職員の派遣を通じ、滞納整理におけ

る進行管理の強化や徴収技術の向上などに、市

町村と連携して取り組みました。また、課税件

数の多い自動車税種別割については、コールセ

ンターによる納付催告や滞納整理の早期着手に

取り組むとともに、厳正な滞納処分を実施し収

入未済額の圧縮に努めました。 

 今後も、研修会を通じた人材育成を図るとと

もに、県徴収職員の市町村への派遣やキャッシ

ュレス決済の推進などにより、さらなる収入未

済額の圧縮に取り組んでいきます。 

 なお、令和５年度一般会計及び特別会計の税

外未収金は、前年度に比べ５億７６７万９千円

減少しました。主な要因は、令和４年度の税外

未収金に減額調定処理の遺漏によるものが含ま

れていたためで、これを除くと令和５年度の税

外未収金は１，２９５万８千円の増加となって

います。増加の主な要因は、補助金の返還命令

によるものです。 

 税外未収金の縮減に向けては、債権管理マニ

ュアルに基づく取組の徹底や実務研修の実施な

ど、債権管理担当職員の資質向上を図っていま

す。引き続き、債権回収業務の外部委託を活用

するとともに、債務者の行方不明等により回収

不能が明らかになった事案においては、権利放

棄の手続による不納欠損処理など、取り得る手

法の検討を行いながら適正な債権管理を徹底し、

税外未収金の縮減に取り組みます。 

 次に、１４ページを御覧ください。 

 個別事項のうち、①県有建築物の保全と機能

向上についてです。知事部局所管の建築物に係

る予防保全改修については、公共施設等総合管

理指針や県有建築物保全計画に基づいて、計画

的に実施しています。 

 県庁舎本館、新館、別館も毎年度改修を行っ

ており、本館と別館を結ぶ歩道橋は平成８年度

及び平成２８年度にスロープの設置や塗装など

を実施し、バリアフリー化や長寿命化を図りま

した。歩道橋の雨天時におけるハード対策につ

いては、現在の歩道橋への屋根の設置は建築基

準法上困難であり、掛け替えにも多額の整備費

用を要することから、中長期的な課題として検

討していきます。 

 ソフト対策としては、雨天時は本館と別館の

入口に傘を２０本程度置いて対応しています。

今回、車椅子利用の職員や来庁者のため大きな

傘とそれを固定する器具を購入し、通行の際に

車椅子の操作に支障がないようにしています。

現在、県有建築物の新築や大規模改修を行う際

は、職員の働き方改革を促進する環境づくりや

福祉のまちづくり条例に基づくユニバーサルデ

ザイン化も推進しています。 

 今後も引き続き関係部局と連携し、職員の業

務効率化や生産性向上、高齢者や障がい者を含

む全ての県民の利便性向上を考慮した上で、適

切な時期に予防保全改修等を行っていきます。 

 次の１５ページを御覧ください。 

 ②未利用財産の管理、売却等についてです。

未利用財産について令和５年度の売却等による

収入額は約２億６，８００万円であり、県有財

産売却等推進事業の目標値である２億２，８０

０万円に対して４千万円の増、率にして１１７．

５％と目標を達成しています。 

 一方、未利用財産の件数は令和５年度中の新

たな登録や売却の結果、年度末現在で４８件存

在し、維持管理費は年度総額で約８６４万円と

なっています。今後も売却や貸付けを進め、未

利用財産の縮小及び歳入確保を図っていきます。 

 未利用財産の売却については、まず市町村に

よる公用・公共用のための取得を優先していま

す。また廃校などの大型物件については、市町

村が建物を地域活性化につながる取組のために

活用する場合は、改修費用に対する助成を行っ

ています。 

 市町村が利活用しないものは、民間事業者な

どに売却や貸付けを行っており、本県では原則

価格競争である一般競争入札を採用し、歳入確

保を図っています。他方、他の自治体では地域

振興などの観点から、売却する際に用途を限定

した条件付一般競争入札や民間事業者の自由な

企画提案をいかすプロポーザル方式を採用した

事例があります。現在、国や他都道府県の事例

を調査するとともに、不動産・金融関係者や大

学教授など有識者で構成する県有財産利活用検
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討専門会議の助言も受けながら、新たな契約方

式の研究をしているところです。 

 次に資料番号１１番、大分県長期総合計画の

実施状況、主要な施策の成果（事務事業評価）

について説明します。タブレットの３１９ペー

ジを御覧ください。 

 ８番の私学振興費です。この事業は、私立学

校の教育条件の向上と経営の健全性確保等を図

るため、県内の私立高等学校１５校、中学校４

校、小学校１校を設置する学校法人等に対し運

営費等を助成するものです。 

 主な事業内容としては、学校の経常的経費に

加え、進学・就職支援強化、文化・スポーツの

振興等の取組への助成、スクールカウンセラー

やＩＣＴ支援員の配置に要する経費等に対して

支援を行いました。 

 成果指標は、私立小・中・高等学校に通う児

童・生徒数で１万３６１人の目標に対し、実績

は１万５５人でした。事業の成果と今後の方針

ですが、運営費補助等により公教育の一翼を担

う私立学校の教育条件の向上を図るとともに、

経営の健全性を図ることができました。 

 少子化の進行に伴い生徒数が減少する中、引

き続き運営費に対する補助等を通じて、魅力あ

る私立学校づくりへの支援に努め、県外生を含

めた児童・生徒の増加につなげていきます。 

 次に、３７６ページを御覧ください。 

 １番の県有財産総合経営推進事業です。この

事業は、未利用財産の売却や貸付けなど利活用

に取り組むことで歳入の確保を図り、安心・活

力・発展プラン２０１５を財政経営面から下支

えするものです。 

 主な事業内容としては、令和５年度は別府総

合庁舎の建替工事に係る設計を行いました。ま

た、県有財産の利活用を推進するため、売却に

向けた測量などの条件整備を実施するとともに、

売却や貸付けの広報を行っています。 

 成果指標は、県有財産の売却等による収入額

で２億２，８００万円の目標に対し、実績は２

億６，８００万円でした。事業の成果と今後の

方針ですが、測量をはじめ売却に向けた条件整

備の早期実施などにより、県有財産売却等推進

計画に基づく歳入確保目標額を達成することが

できました。 

 今後は売却困難物件や小型物件の売却に向け、

宅地建物取引業団体への媒介依頼や多様な広報

を実施するとともに、売却までの間の貸付けも

検討するなど、未利用財産の利活用を推進して

いきます。また、売却に関しては地域振興など

の観点から、一般競争入札以外の入札方式を研

究しています。別府総合庁舎については、令和

７年度の完成に向け着実に進捗を図っていきま

す。 

 次の３７７ページを御覧ください。 

 ６番の行政ＤＸ推進事業です。この事業は、

県民が広くデジタルの恩恵を受けられるように、

身近な市町村の行政ＤＸ推進を支援するととも

に、行政ＤＸを担う職員の育成を図るものです。 

 主な事業内容ですが、②の市町村の行政ＤＸ

を推進するため、標準的な申請フォームの提供

などを行い、行政手続の電子化を支援するとと

もに、外部からのデジタル人材確保への支援な

どを行いました。また、デジタル人材育成のた

め、オンライン動画を活用した職員研修を実施

しました。 

 成果指標は、オンライン施設予約を導入した

市町村施設数で１８４施設の目標に対し、実績

は１８４施設でした。事業の成果と今後の方針

ですが、本年２月に１８市町村で行政デジタル

化の共同目標を設定できたことから、これを支

援するとともに人材育成等に取り組み、行政の

ＤＸを推進していきます。 

 次の３７８ページを御覧ください。 

 ７番の政策県庁を担う人材育成推進事業です。

この事業は、政策県庁を担う人材を育成するた

め、自治人材育成センターにおける研修メニュ

ーの充実や女性職員のキャリア形成などを支援

するものです。 

 主な事業内容は、①の地方創生を実現するた

めの人材育成では、地域が求める政策を県職員

と市町村職員が共に研究する地域政策スクール

を実施しました。②の女性職員のキャリア形成

支援では、女性職員キャリアアップ促進セミナ

ーの開催や育休職員に対し託児サービス付きの
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研修受講機会を提供しています。 

 成果指標は、研修生の受講満足度で９０．０ 

％の目標に対し、実績は９０．５％となってい

ます。事業の成果と今後の方針ですが、育休職

員のキャリア形成を支援するとともに、性別や

年齢に関係なく誰もが働きやすい職場づくりを

実現するため、アンコンシャスバイアスやダイ

バーシティなどをテーマとした研修を実施しま

した。 

 今後とも職員構成の変化を考慮し、男女共に

早い時期から家庭と仕事の両立を見据えたライ

フプラン・キャリアプランを考え、実践してい

けるよう研修を実施していきます。また、令和

６年度からは人材育成に加え、人材確保策とし

て有給インターンシップ等にも取り組んでいま

す。 

 次に資料番号１６番、令和５年度行政監査・

包括外部監査の結果の概要について説明します。

タブレットの３ページを御覧ください。 

 まず、行政監査の結果についてです。令和５

年度は提案競技の実施状況をテーマとし、３に

記載の着眼点から監査を実施していただきまし

た。５の監査の結果については改善事項として

９項目、検討事項として４項目について指摘を

受けました。これらの行政監査の監査結果のう

ち、総務部に関する主なものを説明します。 

 タブレットの７ページを御覧ください。 

 上段の改善事項６について、審査基準及び配

点を事前に公表することとの指摘を受けました。

指摘を受けた機関については、提案競技募集要

綱へ評価基準、評価項目、点数配分を記載し配

布するとともに、説明会においても口頭で説明

を行うよう改めました。 

 次に、包括外部監査の結果について説明しま

す。タブレットの９ページを御覧ください。 

 包括外部監査については１に記載のとおり、

監査機能の専門性を強化するため、公認会計士

等の外部の専門家が監査を実施するものです。 

 令和５年度は３にあるとおり、県税に係るも

のを除いた債権管理に関する財務事務の執行に

ついてを監査テーマとして、４に記載の着眼点

から監査を実施していただきました。 

 次に、５の主な監査の結果ですが、９１件の

個別の指摘事項をいただきました。指摘事項に

ついては、担当部局において対応を検討してい

るところです。 

 最後に６のまとめとして、（１）適正な債権

管理と実効性の担保には、適正な事務処理や適

時適切な処分を徹底するとともに、実態に応じ

て規定の見直しを検討すべきこと、（２）債権

回収の最適化には、実質的に徴収不能となって

いる債権については、事務の効率性や費用対効

果を鑑み、不納欠損処理を検討する余地がある

こと、（３）効率的・効果的な貸付事業の見直

しには、長期にわたり実績が乏しい貸付金など

については制度の周知に課題がないか等を改め

て検討し、必要に応じて予算規模の適正化や事

業メニューの見直しを図る必要があるといった

御意見をいただきました。 

 なお、総務部は監査対象となる債権はありま

せんでした。私からは以上です。 

山本行政企画課長 まず初めに、総務部関係の

歳入決算額の予算に対する増減額や歳出の不用

額など、四つの項目について一括して説明しま

す。資料番号９番、決算附属調書の９ページを

お開きください。 

 最初に、歳入決算の予算額に対する増減額に

ついて、主なものを説明します。まず増収とな

ったものについてです。表の左端の科目欄の一

番上、県税のうち県民税個人が６，５１４万３，

３２８円、中ほどの事業税個人が４６８万９，

７４６円の増となっていますが、いずれも徴収

率が見込みを上回ったことによるものです。 

 次に、減収となったものについてです。１９

ページをお開きください。 

 科目欄の中ほど、委託金のうち総務費委託金

が３億６８万７，０３４円の減で、そのうち参

議院議員選挙委託費が２億９，９６８万７，４

１３円の減となっていますが、これは参議院議

員選挙経費の市町村交付金等が見込みを下回っ

たことによるものです。 

 続いて、２５ページをお開きください。 

 科目欄の中ほどにある県債のうち、一番下の

農林水産業債が２５億８，４００万円、次の２
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６ページの土木債が９８億７，２００万円、そ

れぞれ減となっていますが、これは事業費の減

や事業を令和６年度に繰り越したため、令和５

年度に県債の発行を行わなかったことによるも

のです。 

 次に、２９ページを御覧ください。 

 不用額について主なものを説明します。科目

欄の上から８行目、総務費の総務管理費、人事

管理費が４，７３３万６，５３６円となってい

ますが、これは人事事務費の旅費等が見込みを

下回ったことや経費の節減によるものです。 

 その５行下の県庁舎別館及振興局費１，８０

９万２，６１２円については、振興局運営費の

その他需要費等が見込みを下回ったこと、経費

の節減によるものです。 

 また科目欄の下から７行目、徴税費の税務総

務費１，０８８万７，５５１円については、人

件費が見込みを下回ったことによるものです。 

 また科目欄一番下、選挙費の参議院議員選挙

費２億９，９６８万７，４１３円については、

歳入でも述べたとおり地方選挙執行経費の市町

村交付金等が見込みを下回ったことなどによる

ものです。 

 次に、３６ページを御覧ください。 

 科目欄の下から４行目、災害復旧費の県有施

設災害復旧費５，３００万６，１２０円につい

ては、県有施設等災害時緊急対応事業費の工事

請負費が見込みを下回ったことによるものです。 

 次に、３９ページを御覧ください。 

 収入未済額についてです。左端の科目欄の一

番上、県税が７億７，８８５万３，１６７円と

なっています。主な税目については、科目欄の

上から３行目、県民税個人の５億４，６９４万

１，６８３円、その４行下の事業税法人１億２，

２００万９，３５２円で、主に税務調査による

修正申告や更正処分に伴うもので、課税の際に

既に破産や資金繰りの悪化などにより、納付が

滞っているものです。 

 また、その下の不動産取得税２，６５３万６，

５６１円については、土地を取得した者が一定

の要件を満たす場合に適用される、申請による

徴収の猶予が主な要因です。その下の自動車税

３，２０２万６，６７６円については、生活状

況が厳しく納付が困難な納税者がいることなど

が主な要因です。 

 次に、４９ページを御覧ください。 

 不納欠損額についてです。左端の科目欄の一

番上にあるように、県税が７，３６４万３，１

６３円となっています。不納欠損額の主な税目

は、県民税個人が６，１９３万１，５９６円と

なっています。不納欠損処分の主な理由として

は、納税資力がないことによる滞納処分の執行

停止から３年が経過したことによるものです。 

 続いて、行政企画課関係の歳出決算の状況に

ついて説明します。資料番号１０番、令和５年

度一般会計及び特別会計決算事業別説明書の１

０ページを御覧ください。 

 第２款第１項第１目一般管理費の決算額は２

億８，９５８万３，１２１円となっています。

主な内訳としては、事業説明欄の一番上、給与

費１億７，９７８万６，５２９円で、これは行

政企画課及び県有財産経営室職員２７人分の給

与費です。また、上から３番目の外部監査費１，

３８４万８，２３６円は、包括外部監査の実施

に要した経費です。 

足立知事室長 知事室分について説明します。

御覧いただいている決算事業別説明書の９ペー

ジをお開きください。 

 第２款第１項第１目一般管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり１億７，３０２万４７２

円です。主な内訳としては、事業説明欄の一番

上、給与費が１億４，３３０万９，３８１円と

なっており、知事、副知事及び知事室職員の計

１３人分の給与等の経費です。 

 その下、秘書事務費の決算額は２，５０３万

５，４２６円となっています。これは知事、副

知事の用務及び秘書用務に係る旅費等の経費で

す。 

渡辺県有財産経営室長 県有財産経営室分につ

いて説明します。決算事業別説明書の１１ペー

ジを御覧ください。 

  第２款第１項第７目財産管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり５億１，８０７万１，６

９１円となっています。主な内訳として、事業
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説明欄の一番上、県有財産維持管理費４億３，

３９８万９，３６０円は、県有財産所在市町村

交付金などに要した経費です。 

 次の１２ページを御覧ください。 

 第８目県庁舎別館及振興局費の決算額は、表

の右上にあるとおり１億７３７万３，８４５円

となっています。これは総合庁舎管理費におい

て、清掃等各種保守管理委託料など総合庁舎の

運営に要した経費です。 

 続いて１５ページを御覧ください。 

 第８款第１項第４目営繕費の決算額は、表の

右上にあるとおり２２億２，３９３万６，０６

４円となっています。これは県有建築物保全事

業費であり、こちらは別資料で説明します。資

料番号１７番、決算特別委員会資料（総務部）

の３ページを御覧ください。 

 本事業で保全工事を実施した主な箇所を示し

ています。表の１番、大分県立図書館のエレベ

ーター改修工事や表の４番、宇佐総合庁舎の大

規模改修工事など、県有建築物保全計画に基づ

いた県有施設等の保全工事に要した経費です。 

木口電子自治体推進課長 電子自治体推進室課

について説明します。資料番号１０番、決算事

業別説明書にお戻りいただき、１１ページを御

覧ください。 

 第２款第１項第６目会計管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり３，５５５万６４６円と

なっています。これはキャッシュレス対応推進

事業費で、支払手段の多様化による県民の利便

性向上と県の業務効率化のため、窓口での公金

収納等について、キャッシュレス対応を推進す

るために要した経費です。 

 次の１２ページを御覧ください。 

 第２項第１目企画総務費の決算額は１億６，

３７９万１，５７８円です。主な内訳としては、

事業説明欄の一番上、給与費１億５，５３０万

９，５７８円で、これは電子自治体推進室職員

２２人分の給与費です。 

 次の１３ページを御覧ください。 

 第２目企画調査費の決算額は３億３，８３３

万８，９４４円です。主な内訳は、事業説明欄

の上から５番目、モバイルワーク推進事業費１

億１，９０２万７２４円ですが、これは農業、

観光、災害などの各分野の現場等で職員が活用

するタブレット端末の配備などに要した経費で

す。 

 次の１４ページを御覧ください。 

 第４目電算管理費の決算額は９億９，４０１

万９，２８３円となっています。主な内訳は、

事業説明欄の上から４番目、電子計算組織運営

費３億３，２４４万４，０１１円です。これは

主に県税、給与等のシステムの運営に必要なサ

ーバの借上げやクラウドサービスの利用等に要

した経費です。 

佐藤県政情報課長 県政情報課分について説明

します。決算事業別説明書の１７ページを御覧

ください。 

 第２款第１項第１目一般管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり１億９，１８８万５，７

９０円となっています。これは県政情報課、法

務室及び公文書館職員２７人分の給与費です。 

 次に、第４目文書費の決算額は１億６，３３

０万１，２１１円となっています。主な内訳と

しては事業説明欄の一番上、文書収発・浄書集

中管理費６，７５０万７，６９０円は、公文書

の収受、発送及び浄書に要した経費です。 

三浦人事課長 人事課分について説明します。

決算事業別説明書の１９ページをお開きくださ

い。 

 第２款第１項第１目一般管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり４２億２，３０４万２，

１６２円となっています。主なものは、事業説

明欄の給与費の超過勤務手当と退職手当となっ

ており、どちらも知事部局等の職員分を人事課

で一括計上しています。 

 その下、第２目人事管理費の決算額は１億９，

１３６万９，４６４円となっています。主な内

訳ですが、事業説明欄の一番上の人事事務費１

億３，８６４万８４２円は、人事課会計年度任

用職員の報酬や人事給与及び人事事務の運営に

要した経費です。 

 次の２０ページを御覧ください。 

 第３目職員厚生費の決算額は１億８，２５９

万４，０６１円となっています。主な内訳です
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が、事業説明欄の一番上にある健康管理事業費

９，１７４万７，０８１円は、職員の定期健康

診断等に要した経費です。 

 次の２１ページを御覧ください。 

 第９目恩給及退職年金費の決算額は３４９万

３，６５６円となっています。これは、昭和３

７年の共済制度発足以前に退職した方やその遺

族に対し、年金にあたる恩給を支給したもので

す。 

 その下、第１０目諸費の決算額は２，２１０

万９，５４４円となっています。これは、職員

住宅の維持管理等に要した経費です。 

小野財政課長 財政課分について説明します。

決算事業別説明書の２２ページを御覧ください。 

 まず第２款第１項第１目一般管理費ですが、

決算額は２億１，５４７万４，７９８円となっ

ています。主な内訳は、事業説明欄の一番上に

ある財政課職員２７人分の給与費１億８，７３

０万９，５７８円です。 

 次に、その下の第５目財政管理費の決算額は

１億３，０５９万５，２９７円となっています。

これは主に、予算編成システムなどの管理委託

料や県有施設整備等基金への積立ての経費です。 

 ２３ページを御覧ください。 

 第２項第２目企画調査費の決算額は３１億６，

６６１万２，１２３円となっています。これは、

今後の新たな施策展開等に備えて令和４年度決

算剰余金等の一部をおおいた元気創出基金に積

み立てたものです。 

 続いて、第１２款第１項公債費です。第１目

元金の決算額７４１億６，４６０万６，９９５

円及び次の２４ページにある第２目利子の決算

額４４億２，０９８万１，６４８円については、

県債の償還に必要な元金と利子を公債管理特別

会計に繰り出したほか、市場公募債の満期一括

償還に備えて、減債基金に積み立てたものです。 

 その下、第３目公債諸費の決算額９，８１１

万８，７４６円については、市場公募債の発行

時に金融機関に支払う手数料などです。 

 ２５ページをお願いします。 

 第１３款第１項第１目積立金の決算額は１２

７億９，５０８万２，６４４円となっています。

これは、職員の定年延長に伴う退職手当の変動

に備え、新たに退職手当基金に１５億円を積み

立てたほか、令和４年度決算剰余金等を用いて

財政調整用基金などに積立てを行ったものです。 

 その下、第１４款第１項第１目予備費を御覧

ください。予備費充当額は、事業説明欄にある

とおり１億２，２１１万１，０９３円であり、

個別の充当額及び内容は、各部事業課において

決算事業別説明書に記載しています。 

 続いて２６ページをお願いします。 

 公債管理特別会計です。この特別会計は、県

債の借換えに関する経費を別管理とすることに

より、一般会計の実質的な予算規模を把握しや

すくするとともに、公債費の経理を明確化する

ことを目的として設置しているものです。 

 このうち財政課分については、第１款第１項

第１目元金が、決算額１，１８７億１，８６０

万６，９９５円であり、その下の第２目利子の

決算額は４４億２，０９２万８，５３４円とな

っています。 

 元金の事業説明欄の上から２番目、元金（借

換債分）４３５億６，４００万円が、令和５年

度に借換えを行った額となっており、それ以外

の通常債分は、一般会計及び減債基金からの繰

入金を財源として、県債の元金償還と利子の支

払いを行ったものです。 

 その下、第３目公債諸費の決算額は６７１万

１，５２１円となっていますが、これは金融機

関に支払う手数料です。 

岩男税務課長 税務課分について説明します。

決算事業別説明書の２７ページを御覧ください。 

 第２款第３項第１目税務総務費の決算額は、

表の右上にあるとおり１２億６，５７７万９，

４４９円となっています。これは県税の賦課徴

収に従事している税務職員１８７人分の給与費

が主なものです。 

 その下、第２目賦課徴収費の決算額は３６億

８，４９７万７７４円となっています。主な内

訳として事業説明欄の一番上、県税事務運営費

１２億８，３０２万８９６円は、法人二税等の

還付金である償還金利子及び割引料が主なもの

です。 
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 その下、県税徴収事務費２０億９，４６９万

４４５円は、個人県民税を徴収した市町村に対

し、地方税法に基づき交付する県民税徴収取扱

費が主なものです。 

 次に、２９ページを御覧ください。 

 第１３款第２項第１目地方消費税清算金の決

算額は４７８億７，３６１万１，７５７円とな

っています。これは本県に納入された地方消費

税を配分割合に応じて、他の都道府県へ支出す

るものです。 

 次に、３２ページを御覧ください。 

 第７項第１目地方消費税交付金の決算額は２

８０億１５６万２千円となっています。これは

清算後の地方消費税相当額の２分の１を県内の

市町村に対し、市町村の人口及び従業者数で按

分して交付するものです。なお、それぞれの交

付金の市町村別の交付状況については、３５ペ

ージから４０ページに記載しています。 

今井市町村振興課長 市町村振興課分について

説明します。決算事業別説明書の４１ページを

お願いします。 

 第２款第１項第１目一般管理費の決算額は３，

９８５万１，２７１円です。これは、市町村振

興課職員６人分の給与費です。 

 その下、第８目県庁舎別館及振興局費の決算

額は１１億７，１９９万９，７６１円です。内

訳としては、事業説明欄の一番上にある１０億

９，５２２万４５８円は、振興局職員１５０人

分の給与費です。 

 その下の７，６７７万９，３０３円は、振興

局の運営に要した経費です。  

 次の４２ページをお願いします。 

 第２項第２目企画調査費の決算額は１１２万

２，９４９円です。これは過疎地域の持続的発

展の支援に関する特別措置法に基づいて、過疎

地域の振興対策の推進に要した経費です。 

 その下、第４項第１目市町村連絡調整費の決

算額は２億５，１５４万３，７９５円です。主

な内訳としては事業説明欄の一番上にある１億

２，９１１万９，５４６円は、市町村振興課職

員２０人分の給与費です。 

 上から２番目、市町村行政基盤拡充事業費４，

２６３万９千円は、市町村に権限移譲した事務

に対する交付金等の経費です。 

 次の４３ページを御覧ください。 

 中ほどの第２目自治振興費の決算額は４億８，

５８２万６５１円です。これは、公益財団法人

大分県市町村振興協会に対する全国自治宝くじ

の収益金交付などに係る経費です。 

 次の４４ページをお願いします。 

 第５項第１目選挙管理委員会費の決算額は１，

７００万３，６６１円です。これは、市町村振

興課職員２人分の給与費と選挙管理委員４人分

の報酬など委員会の運営に係る経費です。 

 その下、第２目選挙啓発費の決算額は１，０

８３万６，０９５円です。これは、常時啓発で

ある、明るい選挙推進事業費や昨年４月に執行

された統一地方選挙の臨時啓発等に要した経費

です。 

 次の４５ページをお願いします。 

 第３目地方選挙費の決算額は４億３，６７１

万６２８円です。これは、昨年４月に執行され

た大分県知事選挙及び大分県議会議員選挙の執

行管理に要した経費です。 

 その下、第４目参議院議員選挙費の決算額は

３億６，１８１万９，５８７円です。これは、

同じく昨年４月に執行された参議院議員補欠選

挙の執行管理に要した経費です。 

木部学事・私学振興課長 学事・私学振興課分

について説明します。当課は今年度の組織改正

に伴い、総合教育会議を所管する総務部に企画

振興部が所管していた芸術文化短期大学及び大

学との連携事業、福祉保健部の看護科学大学、

生活環境部の私立学校に関する事業を移管して

新設されました。 

 令和５年度決算については、それぞれ旧部局

に掲載しています。決算事業別説明書の５３ペ

ージをお開きください。 

 第１０款第６項第１目大学費の決算額は、表

の右上にあるとおり５億９，５８５万３，３７

５円です。主な内訳としては、事業説明欄の一

番上にある公立大学法人運営費交付金５億３，

９５５万３，５００円で、大分県立芸術文化短

期大学の運営に要する経費の一部を交付したも
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のです。 

 次に、８８ページを御覧ください。 

 同じく第１０款第６項第１目大学費で、決算

額は表の右上にあるとおり６億７，８２３万９，

１８０円です。主な内訳としては、事業説明欄

の一番上にある公立大学法人運営費交付金６億

５，６１１万６千円で、大分県立看護科学大学

の運営に要する経費の一部を交付したものです。 

少し飛んで、１４１ページを御覧ください。 

 第３款第２項第１目児童福祉総務費の決算額

は、表の右上にあるとおり８，３５７万８，４

４９円となっています。これは旧私学振興・青

少年課職員１３人分の給与費です。 

 次の１４２ページを御覧ください。 

 第１０款第１項第８目文教費の決算額は、表

の右上にあるとおり６６億６，９２９万５，９

７７円となっています。主な内訳としては、事

業説明欄の一番上にある私学振興費３７億７，

３６９万２８８円で、私立学校の教育条件の向

上と経営の健全性確保等を図るため、学校法人

等に対し運営費等を助成したものです。 

 次に、その下の私立高等学校授業料減免支援

事業費２億３，３４０万１，６００円は、国の

授業料実質無償化の対象とならない世帯におけ

る私立高校生の保護者の経済的負担を軽減する

ため、授業料減免を行う学校法人に対し助成し

たものです。 

立脇総務事務センター所長 総務事務センター

分について説明します。決算事業別説明書の４

６ページを御覧ください。 

 第２款第１項第１目一般管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり３億４，３２３万１，８

６３円となっています。主な内訳としては、事

業説明欄の一番上、給与費６，１７９万８，９

５３円については、総務事務センター所属職員

８人分の給与費です。 

 その二つ下、職員管理費２億２，５１６万５

千円については、対象となる児童を養育する知

事部局及び各種委員会の職員に対し、当センタ

ーで支給した児童手当です。 

大友委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。 

 執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し私から指名を受けた後、自席で起立の上マイ

クを使用し簡潔かつ明瞭に答弁願います。  

 事前通告が４名の委員から出されているので、

まず事前通告のあった委員の質疑から始めます。 

堤委員 まず主要な施策の成果３７６ページ、

マイナンバーカード利活用推進事業とマイナン

バーカード取得促進事業です。マイナンバーカ

ードの取得率は３月末で７５．２１％、平成２

８年１月から交付が始まっていますが、５年切

替えの周知は当然これから始まります。切替え

の率、どういう形で切り替わっていくか、割合

が分かれば教えてください。また、失効した件

数等も分かれば教えてください。 
 次に決算事業別説明書の２０ページ、こころ

の健康事業費、県職員の精神疾患等の実態はど

うか。職員のメンタルヘルス対策で一番重要な

視点は何か。どういうところが一番の観点とし

て、そういう疾患が出てくるのか、つかんでい

れば教えてください。 
 税務課に対して、税務署は来年度から確定申

告書の収受印、印鑑を廃止すると言っています

が、県税の窓口ではどうするのか。 
 あと、事業別説明書２８ページの地方税電子

化推進事業費と税務業務アウトソーシング推進

事業費で、電子申告の進捗率と申告書の受付業

務、発送や申告書の入力業務などを外注化して

いますが、偽装請負とならないようにしなけれ

ばなりませんし、県職員が請負労働者に指示等

を行えないわけです。実際に現場での注意喚起

と徹底はどうしているのかという点。 
 それと委員長、昨日の会計管理局で聞こうと

思ったけど、総務部とのことで今日聞きたいと

思いますが、いいですね。 
大友委員長 はい、どうぞ。 
堤委員 第１回定例会の予算のときに、よく今

後５年間の収支の見通しが出ますね。経済成長

率、国のものを参考にしながら、どれぐらいの

県税収入があって、どういう形になっていくか

がいつも示されます。今日も決算の注意点のと

ころで若干、県債残高とか、そういう結果が出

ていますが、この令和５年度の決算において、
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収支見通しと令和５年度の決算の対比はどうで

あったのか検証していると思いますが、そこら

辺を教えてください。 
木口電子自治体推進課長 マイナンバーカード

の電子証明書についてお答えします。 
 マイナンバーカードの電子証明書の更新につ

いては、有効期限を迎える方に有効期限通知書

が送付されています。また、更新や失効した件

数に関しては、県で把握する制度がないため把

握していません。 
 電子証明書については、有効期限を過ぎてし

まった場合でも、市町村の窓口で無料で再発行

することができます。また電子証明書は、電子

申請やコンビニ交付にも利用できるので、今後

これらの利便性とあわせて、更新手続について

も、国や市町村と連携して周知を図っていきた

いと考えています。 
三浦人事課長 私から職員の精神疾患の実態、

それからメンタルヘルスの重要な視点について

お答えします。 
 令和５年度末時点の休職者は４０人で、その

うち精神疾患による休職者は３６人であり、全

体の９割を占めている状況です。精神疾患によ

る休職者数の推移を見ると、令和３年度が２６

人、令和４年度が３０人で増加傾向にあると思

っています。年齢別に見ると、いずれの年代も

増加傾向にありますが、参考に令和５年度の３

６人については、２０代から３０代が２０人で

した。 
 メンタルヘルスの重要な視点ですが、予防と

早期発見だと考えています。そうしたことから、

現在セルフケア、ラインケア、それから産業保

健スタッフ等によるケア、この三つのケアを基

本としてメンタル対策を進めています。 
 セルフケアでは、周囲の支援があってもスト

レスを感じやすい若手職員、あるいは部下のマ

ネジメント等で自分のケアが後回しになってい

る班総括職員、それぞれの世代の傾向に応じて

適切な取組が必要であると思っており、ストレ

スチェックの２回実施やストレス対処法を身に

付けるためのセミナーの開催などによって、セ

ルフケア力の向上を図っているところです。 

 ラインケアについては、統括推進員や班総括

を対象としたメンタルヘルスマネジャー研修等

によって、管理監督者等の対応力強化を図って

います。さらに、相談しやすい環境づくりとし

て、どの年代でも利用しやすい相談体制を構築

するために、今年度からアバターを使ったオン

ライン相談を試行することにしています。 
 今後とも全ての職員が心身ともに健康で働き

続けられるよう、メンタルヘルスの取組を推進

していきたいと考えています。 
岩男税務課長 私から３点お答えします。 
 まず一つ目の申告書の収受印の廃止について、

国税において、今後電子申告の利用拡大がさら

に見込まれることやＤＸの取組の進捗も踏まえ、

手続等の見直しの一環として、令和７年１月か

ら申告書等の控えに収受日付印の押捺を行わな

いことは承知しています。県税においても、現

在電子申告を推進していますが、現在行ってい

る収受日付印押捺については、これまでどおり

として変更する予定はありません。 
 次に、県税における電子申告の利用率につい

てです。令和５年度では、全体で３５．９％と

なっています。このうち申告の多い法人税二税

の申告については８７．０％となっています。 
 最後に、業務委託に係る現場での注意喚起と

徹底については、申告書の受付などの補助的な

業務を外部委託する際には、委託業務従事者に

対して直接指示することがないよう、指揮命令

系統を明確にして、指示は全て管理責任者に対

して行っています。県税事務所においては、所

属長や課長、班総括が職員に対して労働者派遣

法に抵触することがないよう法の理解を図るな

ど、委託業務が適切に実施されるよう周知徹底

しています。 
小野財政課長 収支見通しと決算との差はどう

なっているのかとのお尋ねです。 
 今年３月に試算した今後の財政収支見通しは、

令和５年度の２月補正予算までを反映した形で

作成しています。このため２月補正後の動きが

若干関係してくることになりますが、最終の補

正までを見込んでいるので、令和５年度の財政

調整用基金残高や県債残高に大きな乖離はなく、
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基金残高は収支見通しどおり３３０億円が確保

できています。また、実質的な県債残高につい

ては、最終的な事業執行に伴って決算不要が一

部出ています。６，１３３億円が収支見通し上

の実質的な県債残高でしたが、これが４億円減

って６，１２９億円となっています。 
 また、令和６年度の財政収支見通しの欄には

令和５年度の決算剰余金の積立てを計上してい

ますが、この決算剰余金については見込みを上

回ったことから、財政調整用基金への積立ては、

現時点で収支見通しより３０億円上振れしたこ

とになっています。ただ、収支見通しの作成時

には、現時点でかなり賃上げが進んでいるので、

人件費や委託経費の増加も今後出てくると思い

ますが、これは見込めていないので来年３月の

試算では、こうした歳出の増加も見込んでいく

必要があると考えています。 
堤委員 一つはマイナンバーカードのことです

が、これが７０何％一気に増えたのは、結局２

万ポイント、あれが非常に大きかったですね。

それが結局一挙に５年間で更新になれば、自治

体はかなりの事務量になるわけね。そうすると、

現場も非常に混乱するわけで、そういうことに

対して知事会等が随時予算をちゃんと出しなさ

いと指導もしているみたいだけど、そこら辺は

県として市町村とどう連携して、周知徹底だけ

じゃなかなか何万人いるか分からないし、切り

替わると大変だけど、そこら辺は協働というか

どうされているのか、もう少し具体的に教えて

ください。 
 それとメンタルヘルスの関係で、現場にいて

自ら認めてこういう形ですとは、なかなかなり

にくいと思うんですね。やはり業務の多忙化、

いろんな問題があると思いますが、なかなか自

分から言えない人に対しては、産業医がチェッ

クしていくだろうけど、そういう方々に対して

早期に発見するのは非常に難しいと思います。

そこら辺、現場で苦労していることがあるのか

がもう１点。 
 それと電子申告の関係ですが、これは３５．

９％で６，５００万円の決算をしていますね。

６，５００万円が多いか少ないか、よく分から

ないけど、費用対効果は進捗率との関係で県と

してはどう考えたのか。進捗に対して６，５０

０万円がいいのかどうか。 
 あと、窓口業務の労働者派遣法との関係は現

場とすれば難しいと思うね。ただ、それは徹底

しないといけないので、これも以前から指摘し

ていますが、是非これは現場でも再度徹底して

いただきたい。これは要望で結構です。 
 以上、再度伺います。 
木口電子自治体推進課長 マイナンバーカード

の電子証明書の更新が今後増えていくのではな

いか、その対応について市町村とどういった連

携を取っていくかだったと思います。 
 現状、令和３年度から県と市町村で会議をし

ていて、取得促進に向けて年数回の会議をずっ

と実施しており、特に福祉施設等の入所者の取

得促進について、会議を先週行ったばかりです。

この会議等を通じて、今後マイナンバーカード

の電子証明書の更新事務が増えていくことも共

有しています。 
 国に１０分の１０の事務費補助金があるので、

こちらをうまく活用して、窓口の対応等もあわ

せて行っていくようお願いをしている状況です。 
三浦人事課長 精神疾患の方々について、自ら

認めるのは難しいのではないかとのお話でした。

さきほどメンタルヘルス対策を行うにあたり、

三つのケアを大切にしていると答えましたが、

その中にラインケアがあり、やはり班総括や上

司、その周囲の職員が気付いていくことも大事

だと思っています。 
 そういった上司、周りの職員から保健師の面

談を勧められて面談に至ると。保健師から産業

医につないだり、あるいは精神科医につないだ

り、やはり本人が精神疾患を持っていることを

自覚していくのは非常に重要なことだと思うの

で、そういった精神科医につなげるような仕組

みも考えて取り組んでいます。 
岩男税務課長 電子申告についてお答えします。 
 現在、電子申告は納税者の利便性を確保する

意味で、ほぼ全ての税目で行っています。その

費用が多額なのかということですが、この電子

申告自体が令和に入ってから進められたので、
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まだ導入されてから間がなく、周知が行き届い

ていないもの、あるいは利便性を十分に感じら

れていないところもあろうかと思います。 
 この電子申告は県内に限らず、法人等に関し

ては全国から申告があることから、やはり費用

もかかってくると認識しています。いずれにし

ても、今後はこういった利便性をもう少し的確

に周知しながら関係団体等々も踏まえて、申告

率の上昇につなげていきたいと考えています。

（「はい、いいです」と言う者あり） 
吉村委員 まず、主要な施策の成果３７７ペー

ジ、上から三つ目の行政ＤＸ推進事業について

二つ伺います。 
 事業終了予定が令和７年度までですが、この

中で公金収納のキャッシュレス化、また施設の

オンライン予約について、終了までにどの程度

進めていけるのかが１点。もう１点が、事業内

容の３番目、ＤＸ推進リーダーの育成状況とそ

の活用状況を伺います。 
 次の３７８ページ、政策県庁を担う人材育成

推進事業ですが、女性職員のキャリア形成支援

について、セミナーや研修以外の取組として具

体的にどのような職場環境整備を行っているの

か、今後どのように推進していくのか伺います。 
木口電子自治体推進課長 私から、行政ＤＸ推

進事業に関して２点お答えします。 
 まず、市町村の公金収納のキャッシュレス対

応とオンライン施設予約の対応についてです。

県では、全ての県民がデジタルの恩恵を受けら

れる社会の実現を目指し、県民に身近な行政を

担う市町村の行政サービスのデジタル化を支援

しています。今年２月までに１８市町村で三つ

の共同目標について合意したところです。公金

収納のキャッシュレス対応については、令和７

年度までに電子申請システムでの手数料等のオ

ンライン納付に対応すること、本所や支所等の

１階窓口を中心に、申請件数の多い箇所の各種

証明書手数料のキャッシュレス納付に対応する

ことを目指しています。 
 また、施設のオンライン予約対応については

指定管理施設の更新時期等の個別事情に配慮し

た上で実施可能なスポーツ施設、中央公民館、

会館等の会議室及びキャンプ場について、令和

７年度までに３０４施設、令和１０年度までに

３２６施設の運用開始を目指すこととしていま

す。各市町村が目標を達成できるように、令和

５年度に設置した副市町村長で構成する会議に

おいて進捗管理を行うとともに、県としてもキ

ャッシュレス端末の共同調達や施設予約システ

ムの情報提供等で支援していきたいと考えてい

ます。 
 続いて、ＤＸ推進リーダー制度についてお答

えします。 
 県では昨年度から、各所属でのデジタル化の

取組の中核を担うＤＸ推進リーダー制度を開始

しています。令和５年度はオンライン動画等の

研修を活用して１５０名のリーダーを育成しま

した。取組の成果としては、ｋｉｎｔｏｎｅ

（キントーン）を活用した苦情処理システムの

構築や補助金事務の管理、生成ＡＩを活用した

文書、仕様書、調査表等の作成を行うなど業務

改善につなげたところです。 
 令和６年度からは、より現場での業務効率化

につながりやすくするため、新たな行財政改革

推進計画の取組に組み入れ、ＩＣＴを活用した

業務改善において、班ごとの業務改善の取組を

所属長とともに支援する仕組みとしています。 
本年度は令和７年度からの本格運用に向けて、

試行的に約７５の所属に１５０名のＤＸ推進リ

ーダーを配置し、業務改善の取組に１０月から

着手しています。これらの取組を通じて、県の

組織全体に自発的な業務改善の取組を浸透させ

ていきます。 
三浦人事課長 私から、女性職員のキャリア支

援の取組について説明します。 
 最近の職員の年齢構成を見ると、新規採用職

員の４割が女性で、全職員に占める女性の割合

も非常に高くなってきています。こうしたこと

から、女性職員の活躍に向けたキャリア支援は

非常に重要ではないかと考えています。 
 主要な施策の成果３７８ページにある政策県

庁担う人材育成推進事業は、主として研修やセ

ミナーの取組ですが、それ以外としては育児休

業中の職員が研修を受講する際に、託児サービ
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スを提供しています。職員からは、託児サービ

スがあるから安心して研修を受講できた、ある

いは育休中の研修事項により、取り残されてい

るのでないかという不安が軽減したとの意見も

寄せられていて、女性職員の支援につながって

いると考えています。 
 この事業に限らず考えてみると、育児や家事

の両立など、働きやすい職場環境づくりも大切

だと考えて、努めているところです。子育て支

援については、例えば育児時間や介護休暇の充

実、男性の育休促進にも取り組んでいます。加

えて、多様な働き方を推進することでサテライ

トオフィス、あるいは在宅勤務制度の充実にも

取り組んでいます。 
 今後とも女性職員のキャリア支援を一層推進

できるよう、様々な観点から取組を進めていき

たいと思います。 
吉村委員 様々ありがとうございました。行政

ＤＸに関しては、市町村への支援も是非よろし

くお願いします。なかなか小さい市町村だと難

しい面もあると思うし、行き届かないところも

あると思うので重ねて支援をお願いします。 
 ＤＸ推進リーダーに関しては、１０月から配

置するとの話でした。地域によって、また部署

によってばらつきも出てくると思うので、その

ばらつきもしっかり均しながら、一斉に進んで

いければ一番いいのかなと思います。 
 女性のキャリア支援については、私が言うま

でもありませんが、女性目線でしっかり進めて

いただければと思うので、是非よろしくお願い

します。 
成迫委員 私からは、決算事業別説明書２０ペ

ージ、こころの健康事業費で堤委員とちょっと

重なってしまう部分があると思いますが、ここ

ろの健康相談事業に要した経費について、どの

ような予算の使い方をして対策を行ってきたの

か、より詳しく説明いただききたいと思います。 
 また、メンタルダウンによって休職した職員

の職場復帰率も教えていただきたいと思います。

よろしくお願いします。 
三浦人事課長 こころの健康事業費の事業内容

並びに休職後の職場復帰率についてお答えしま

す。 
 この事業では、メンタルヘルスの悪化を職員

の重大な健康リスクと捉え、さきほども少し申

したセルフケア、ラインケア、それから産業保

健スタッフ等によるケアの三つを大切にしなが

らメンタルヘルス対策を行っています。 
 この事業においては、まず精神科医によるス

トレス相談、それから臨床心理士によるカウン

セリング相談、民間医療機関を活用したメンタ

ルヘルス相談、ストレス要因や度合いが分かる

ストレスチェックを年２回、全職員を対象に実

施し、あるいはストレスとうまく付き合うコツ

といったストレス対処方法を見つけるためのセ

ミナーも開催しています。また、統括推進員や

班総括職員を対象としたメンタルヘルスマネジ

ャー研修によって、セルフケア力の向上、それ

からラインケアの強化を図っています。 
 このほかにも、休職に入った職員の復職を支

援するにあたって、所属が治療状況や復帰に向

けた配慮事項などを主治医と連携する際の情報

提供料、あるいは復職に向けた試し出勤中の傷

害保険料も本事業の中に含まれています。 
 それから休職後の職場復帰率について、この

職場復帰率をどのように捉えるかですが、ここ

では前年度末に休職している職員が、翌年度ど

れだけ復帰しているかに着目して説明すると、

令和４年度末の時点で休職者は３０名いて、翌

年の令和５年度に復帰したのが１４名で、復帰

率は４６.７％となっています。ちなみに、そ

の前年度、令和３年度末の休職者を基準として

見たときには３８．５％の復帰率となっている

ので、８％ほど上昇していると思っています。 
 病休の療養期間が９０日を超えた職員につい

ては、原則３か月の試し出勤を経て円滑に職場

復帰できるように支援しています。試し出勤を

開始するにあたっては、主治医の意見だけでは

なく、精神科医、それから県の産業医、本人、

上司といった方々の面談を試し出勤開始前に２

回、試し出勤中に３回、復帰２か月後に１回、

それから６か月後、１年後という形で実施して

おり、計８回面談を実施しています。 
 こうしたことで本人の状況をしっかり把握し
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ながら、職場復帰及び復帰後の職場定着を図っ

ています。今後も職員のメンタルヘルス対策に

ついては、予防と早期発見、早期対応、円滑な

職場復帰支援といった観点から取組を進めてい

きたいと思っています。 
成迫委員 今の答弁の中で、精神科医によるス

トレス相談の話がありましたが、職場の復帰率

が少し上がってきているという話もありました。

ただ、やはり精神を崩している方であれば合う

医師、合わない医師がいると思います。例えば、

薬を多く処方する医師もいれば、話を聞く医師

もいる。一応私でも調べたら、３回まで無料相

談できる医療機関もいくつかありましたが、そ

の選択肢は県としてどのくらいあるのか教えて

ください。 
三浦人事課長 すみません、もう一度お願いで

きますか。最後のところ、どれくらいあるかと

いうところを。 
大友委員長 ちょっと質疑をもう１回はっきり。 
成迫委員 医療機関や医師を選べるのかどうか

を。すみません。 
三浦人事課長 産業医については、確か５名い

ると思います。それぞれ、大体月に３回ぐらい

日を決めて来てもらう形にしています。精神科

医もやはり、自分と合うか合わないかがあると

思いますが、日程的にも非常にタイトなところ

で来ていただいているので、そういったところ

で合うか合わないかを判断しながら、それから

一般の精神科医にもつなげていきます。そこは

保健師で見ており、どの医師がその人に合って

いるのかを判断しながら紹介しています。 
成迫委員 そういった担当医や医療機関と診察

を受けている方が、きちんとうまく前に進んで

いるのか丁寧にしっかりと把握いただきたい。

また皆様にも関係することだと思いますが、大

規模災害、先日の台風第１０号などで業務がか

なり重なってきていると思います。振興局等の

適切な人員配置もしっかりと考えていただきな

がら、一人一人にかかる負担軽減を考慮いただ

きたいと思います。ありがとうございました。 
宮成委員 決算事業別説明書の１９ページ、退

職手当１５２人分の関連です。 

令和５年４月から定年年齢が２年ごとに１歳

ずつ引き上げられることになって、令和１３年

に６５歳に到達ということで、令和５年度はこ

の初年度で現在は過渡期です。そこで６０歳以

降、従前の再任用の枠組みである暫定再任用職

員、それから会計年度任用職員、それとともに

定年を延長された職員が混在することになりま

す。これは退職手当の支払の面からもそうです

が、人事配置の面からも当分の間、その動向を

注視しておく必要があると思います。 
そこで、令和５年度の退職者のうち定年年齢

相当者の実態がどうであったのか伺いたいと思

います。また、それが当初の想定どおりだった

のか、あわせて伺います。 
三浦人事課長 令和５年度の退職者のうち、定

年該当年齢職員の実態についてです。 
令和６年３月３１日時点で６０歳に達した職

員は１１６名でした。このうち、全体の３４％

にあたる４０人が退職することなく、本年度も

引き続きフルタイム勤務をしている状況で、こ

れらの職員については、今年度末をもって６１

歳で定年退職を迎えることになっています。一

方、全体の６６％にあたる７６人は、昨年度末

に退職し、このうち２６人が再任用職員として

県で働いている状況で、残る３２人が県以外で

再就職し、１８人が就労未定の状況です。 
 こうしたことから、昨年度末に６０歳に達し

た１１６人のうち、６１歳以降も県で働くこと

を選択した者は全体の６６人となり、約５７％

となっています。これは、令和４年度末の定年

退職者の傾向と大きく差がありませんでした。 

今後も６０歳に到達する職員の働き方の意向を

事前に把握しながら、県で働く意向の者につい

ては、その知識や経験をいかすような配置を考

えていきたいと思っています。 
宮成委員 予算、決算の中にも不用額が１億４，

３００万円とか、退職手当基金の積立金が１５

億円とか、非常に予算とも関わるところですし、

この先数年間でトレンドが変わると思うので、

しっかりと注視しながら対応をお願いしたいと

思います。 
 そこでもう１点ですが、県下の市町村におい
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て同様の話になろうかと思います。特に市町村

の場合、地域活動とかボランティアとか、退職

者が担う場合も多く、そこら辺の数値をつかん

でおくことも必要ではないかと思います。お手

元にそういった数値等があれば、教えていただ

きたいと思います。 
今井市町村振興課長 市町村の定年退職者の状

況についてです。 
 令和６年３月３１日時点で、市町村において

６０歳に達した職員の数は２５０名でした。こ

のうち約半数の１２０名が引き続きフルタイム

として勤務しています。一方、残りの１３０名

は退職したことになりますが、このうち９５名

は再任用職員等で働いており、民間に再就職し

た、もしくは就労未定の方は３５名になります。

フルタイム勤務者を含めると８６％が引き続き

当該市町村で働いている状況です。 
 また、フルタイム勤務者の活用は市町村によ

ってまちまちで、本人の意向に沿ってかつて担

当した業務に配置している事例もあるし、通常

の人事異動の一環として配置している市町村も

あります。多くの市町村は、これまでの経験を

いかせるよう、困難事例への対応や若手職員へ

の指導、助言等ができるような配置をしている

と聞いています。（「ありがとうございました」

と言う者あり） 
大友委員長 ほかに事前通告していない委員で

質疑はありませんか。 

玉田委員 こころの健康事業費の関係でちょっ

と関連しますが、さきほどの質疑と答弁を伺っ

たところ精神疾患の方が令和３年は２６人、令

和４年が３０人、そして令和５年末では３６人

だと、三浦人事課長から御答弁がありました。

これだけの事業を毎年ずっと重ねながら、精神

疾患の方が増えている、その本質的なところに

ついて部内で議論しているのか。これだけの予

算をかけて、いろんな手段で職員を守ろうとし

ているけど、実質はこれだけ増えている原因が

何であるか、部内で共有しているのか、あるい

はそういう会議などをしているか、これは部長

でもいいですが、そのお考えを聞かせてくださ

い。 

三浦人事課長 メンタルダウンの職員が増えて

いることですが、この要因については一般に考

えられている業務の多さとか、そういったこと

以外の部分が非常に大きな要因となっています。

例えば近親の方が亡くなったとか、本人の体調

不良とか、病気になったことなどから増えてお

り、近年の傾向を見ると業務が重いことで増え

ているより、むしろそういった近親者の影響が

大きいような状況です。 
 そうはいっても、そういった方々については、

やはり公務の能率が上がらないといった何らか

のメッセージが周りにあるので、それを素早く

キャッチして、さきほどのラインケアのような

上司や周りの職員から手を差し伸べていくとこ

ろで取り組んでいます。 
 そういった周りの職員が県の人事課健康支援

班にお話しいただいて、実際に保健師と面談を

通して本人と話を進めながら、今後の対策とい

うか体調について、復帰に向けた良好な健康状

態をつくる形で相談をしている状況です。 
玉田委員 いろんな状況や環境があるでしょう

けど、ただそうは言っても、数字として増えて

いるのは事実ですから、これについては対策を、

本質的なところについて、やはり共有していく

必要もあるのではないかと。これはもう、来年

また何人と聞かれたときにさらに増えている可

能性があれば、本質的なところに踏み込んで、

少し議論すべきではないかという意見も出てく

ると思うので、その辺は部でよく共有して県庁

全体で協議してほしいと思います。特に職員は

財産ですから、そういう意味で是非よろしくお

願いしたいと思います。 
中野委員 決算事業別説明書の４５ページ、参

議院議員選挙費について質疑します。 
 昨年４月２３日の参議院の補欠選挙に要した

経費が約３億６，１８１万９千円ですが、予算

額６億６，１５０万７千円に対して、約２億９，

９６８万円の不用額を生じています。参議院選

挙は、その前年の令和２年７月にも施行されて

おり、内訳をそのときの経費と比較しても市町

村交付金及び選挙管理執行経費がかなり低くな

っています。さきほど歳入の説明というか、総
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務費委託費の減収理由について、山本行政企画

課長から、市町村交付金等が見込みを下回った

ことによるとの説明がありましたが、その要因

や内容について伺います。 
 また、昨年４月の参議院の補欠選挙について

は、別府市長選挙、別府市、中津市、日田市、

宇佐市、玖珠町、姫島村の各市町村議会の議員

選挙、あるいは大分市議会議員の補欠選挙が同

じ投票日でしたが、市町村の選挙との重複によ

る執行額の影響があるのかについても伺います。 
今井市町村振興課長 参議院議員の補欠選挙に

ついては、通常の予算ベースで予算を組みまし

た。今、委員からもあった同日に地方選があっ

た関係で、投票日が重なることで投票所に関す

る経費などが重複することもあって、それを各

選挙で案分する形になり、その分が執行経費と

しては減になっている。通常ベースで予算を組

みましたが、同日になった影響で少なくなって

います。 
大友委員長 よろしいですか。（「はい」と言

う者あり）ほかにありませんか。 
太田委員 決算事業別説明書２０ページの福利

厚生事業費１，４２２万１，２９６円です。県

職員の独身寮の管理業務とのことですが、今独

身寮が何戸ぐらいあって、実際に入居数がどの

くらいなのか。独身寮の築年数がどのくらいで、

住環境がどのようになっているのか。また、業

務管理は具体的にはどういうことにお金を使っ

ているのか。 
 実は県内所管事務調査で、警察署等の視察を

したときに、警察署の独身寮はかなり古くて住

環境が悪いと職員から伺いましたが、そのよう

なことがないのか。以上についてお尋ねします。 
三浦人事課長 県職員の独身寮についてのお尋

ねでした。 
 独身寮については現在、全部で５８戸ありま

す。うち１５戸が入居している状況で、入居率

にすると２５．９％になっています。築年数に

ついては今手元に資料がないので、後ほどお答

えします。どういったことに経費を使っている

のかという話ですが、これもまた後ほどお答え

したいと思います。すみません。 

太田委員 住環境が悪くて入居率が悪い、入居

したくても一般の住宅と比べると余りにも古く

て入りたくないといった状況があるのではない

かと思いますが、その辺の検討はしていないの

か。 
 それと、実際に人事課が費用を出しているけ

れども、管理としては各振興局や各部署が行っ

ているのか。そういう職員の声をどうやって吸

収して、この費用を使っているのかをお尋ねし

たいのですが。 
三浦人事課長 職員の声についてですが、基本

的に職員住宅は、例えば日田市でしたら西部振

興局といった地域の振興局等で管理しています。

職員の声については、それぞれの管理している

ところ、振興局の総務課などに入居者からの声

が入ってくる状況です。 
 確かにかなり古いこともあって、入居をため

らって民間の住宅を選ぶ職員もいるし、この辺

についても入居率と相談しながら改修するのか、

廃止するのかといったところも今後検討してい

きたいと思っています。 
大友委員長 ほかに委員で質疑はありませんか。 

  〔「なし」という者あり〕 

大友委員長 事前通告が１名の委員外議員から

出されているので、事前通告のあった委員外議

員の質疑を行います。 
福崎委員外議員 私から４点ほどお聞きします。 
 まず、キャッシュレス対応推進事業費につい

ては、さきほど吉村委員の質疑でおおむね現状

とか、機器の配備とか今後の取組について分か

りましたが、それ以外に何か答えていただける

ものがあれば、お願いします。 
 続いて、決算事業別説明書の１２ページにあ

る総合庁舎管理費です。この管理費の中に清掃

等各種保守管理委託料が令和５年度に約５，５

００万円執行されています。この保守管理委託

は、ほぼ人件費と言っていいのではないかと思

われるし、複数年にわたる契約で急激な人件費

の上昇とか、賃上げ等が反映しづらいものでは

ないかと思います。今年の第３回定例会におい

ては、指定管理施設については運営対策費が約

４千万円追加補正されましたが、この総合庁舎
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管理費における保守管理委託料について追加補

正と増額等の考え方がないのかお尋ねします。 
 それから決算事業別説明書の１４ページ、行

政情報化推進事業費についてです。職員の情報

化に対する認識を高めて、ＯＡツールの活用に

よる業務の効率化を図るため、パソコン研修等

を行ったとのことですが、研修の回数や対象者

数、研修の委託先、研修内容について教えてい

ただきたいのと、情報化に対する職員の認識は

もう既に高いと思っています。行政ＤＸ推進事

業と重なる部分があると思うので、この行政情

報化推進事業について、今後ほかの事業と統合

していく考えがあるのか教えていただきたい。 
 それから、決算事業別説明書の１５ページに

ある県有建築物保全事業費です。総合庁舎等の

大規模改修などの予防保全改修で、公共施設等

総合管理指針、県有建築物保全計画等に基づい

て改修しているとのことですが、何か統一的な

仕様等があるのか教えていただきたいのと、こ

の大規模改修にあたって環境負荷軽減、脱炭素

化等について、どのような考え方を持って行っ

ているのか、あれば教えていただきたいと思い

ます。 
木口電子自治体推進課長 私から２点回答しま

す。 
 １点目が公金収納のキャッシュレス対応につ

いてです。さきほど申したのは市町村のキャッ

シュレス対応であり、県の対応について説明し

ます。 
 県では支払手段の多様化による県民の利便性

向上と県の業務効率化のため、公金収納のキャ

ッシュレス対応を推進しています。これまで令

和３年度に実施計画を策定して、窓口収納につ

いては同年から順次導入施設を拡大しており、

収納事務のノウハウの蓄積を進めてきました。 
 これを踏まえ、本年６月から県の行政機関の

公金収納窓口でキャッシュレス対応を順次開始

しており、年度内には予定している全ての事務

の対応を完了する見込みです。またオンライン

収納については、オンライン決済機能のある電

子申請システムを令和３年度に導入し、行政手

続電子化の作業にあわせて、手数料等のキャッ

シュレス対応を進めてきました。今後はキャッ

シュレス決済の利用促進に重点を移して、利用

者や利用団体への周知や声かけを進めていきま

す。 
 ２点目の行政情報化推進事業費についてです。 
まず、職員のパソコン研修についてお答えしま

す。県では人口減少社会の中で、限られた人員

体制で行政サービスの維持向上を図るため、業

務のデジタル化を進めることが大きな課題とな

っており、これを推進する人材の育成を進めて

いるところです。この行政情報化推進事業では、

令和５年度はｋｉｎｔｏｎｅとｗｏｒｄの研修

を行っています。 
 ｋｉｎｔｏｎｅ研修では、県内のベンダーに

委託して、スキルの底上げのために初心者向け

の操作研修を計３回実施し、８８名が受講しま

した。またｗｏｒｄ研修については、県内のＩ

Ｔ講師に委託して、条例改正事務等の効率化に

関する研修を計４回実施し、７８名が受講しま

した。今後は新たな行財政改革推進計画の取組

としてＩＣＴツールを活用した業務改善を全庁

的に推進していくので、これに必要な人材の育

成に重点化していきたいと考えています。他事

業との統合については、現時点では予定してい

ません。 
渡辺県有財産経営室長 それでは、さきほどの

二つの項目の質疑ですが、内容としては三つあ

るので私から答えたいと思います。 
 まず初めに、総合庁舎管理費についてです。 
 総合庁舎管理費の清掃等各種保守委託管理料

は、地方総合庁舎の清掃や機械警備、それから

エレベーターの保守管理等の委託料です。人件

費の上昇に対応した委託料の増額については、

総務省から本年の８月２９日付で、最低賃金額

の改定に伴うビルメンテナンス業務に関する契

約金額の変更についてという通知が発出されて

います。これに伴って、本県でも会計管理局か

ら全所属長宛てに、最低賃金額の引上げに伴い

受注者から契約金額の変更について協議があれ

ば受けて、必要に応じて変更契約を行うなど適

切に対応するよう通知されているところです。

当該通知に基づいて、受注者から契約金額の変
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更の相談があった場合には、受注者と協議を行

うなど適切に対応していきたいと考えています。 
 続いて、大規模改修についてです。 
 最初の改修基準等の統一基準があるのかに関

してですが、県有建築物保全計画に基づいて建

築後２０年、４０年、６０年の節目で、建物の

長寿命化を目的とした予防保全工事を実施して

います。具体的には、屋上防水や外壁などの外

部改修、空調や照明設備の改修等を行っていま

す。加えて、建築後４０年目のタイミングでは

内装等もかなり劣化が進んでいるので、内装の

改修も行うこととしています。また、昨今の働

き方改革など環境の変化にも対応できるよう、

こうした大規模改修のタイミングにあわせて執

務室のスペースのワンフロア化やＯＡフロア化

など、執務環境の整備にも取り組んでいます。 
 最後に、大規模改修時の脱炭素化の考え方に

ついて説明します。 
 本県の地球温暖化対策実行計画に基づいて、

空調の個別制御化や照明設備のＬＥＤ化など、

省エネ型設備を導入しています。昨年の福崎議

員の一般質問で答弁したとおり、昨年度から大

規模改修している宇佐総合庁舎が、県有建築物

としては第１号のＺＥＢ認証を取得しています。

また、今年度から同様に大規模改修を行ってい

る竹田総合庁舎でも、ＺＥＢ認証を取得するな

ど、大規模改修の際には可能な限り積極的にＺ

ＥＢ化に取り組んでいきたいと考えています。 
 私どもが策定している公共施設等総合管理指

針においても、脱炭素社会の実現に向けた取組

の推進を明記しているので、今後計画する県有

建築物の改修にあたっては、脱炭素社会の構築

に向けて、省エネルギー設備やエコエネルギー

の導入など、引き続き積極的に取り組んでいき

たいと考えています。 
福崎委員外議員 ありがとうございます。さき

ほどビルメンテナンスの件では、協議があれば

受けて相談に対応するとのことですから、真摯

に対応していただき、できるだけ賃上げにしっ

かり反映されるように取り組んでいただきたい

と思います。それ以外の部分についても、やは

り最低賃金が上がれば、それぞれの分野、部門

においてもしっかりと賃上げしていかなければ

いけないと思うので、そこら辺も国の方向が示

されなくても県として独自の判断でしっかりと

取り組んでいただきたいと思います。 
 あと、さきほど言った脱炭素への取組につい

て、様々な技術が日進月歩で新しくできている

ので、そこら辺もしっかり取り組んでいただき、

カーボンニュートラル実現に向けて、県が先頭

に立って取り組んでいただくことをお願いして

質疑を終ります。 
大友委員長 ほかに委員外議員で質疑はありま

せんか。 

猿渡委員外議員 通告していなくて申し訳あり

ません。 
 決算事業別説明書の１９ページから２０ペー

ジに職員研修や人材育成、メンタルヘルスに関

する項目があり、さきほど人数などの説明があ

りましたが、メンタルヘルスの不調を来した職

員に対して、上司などを含めた周りの人たちの

関わりが大変大事になるかと思います。不調を

来した職員への周囲の対応についての研修など

を行っているのでしょうか。 
 あるいは休職した後、職場に復帰する際の配

慮などはどのように行われているのか。例えば

状況によっては、元の職場に戻すのではなく新

しい環境に移すことがいい場合もあるのではな

いかと思います。その個々の状況、ケースに応

じた対応が必要になるかと思いますが、そのよ

うな専門家の指導や助言などを得ながら、研修

等が必要かと思いますが、その点どのようにな

っているのか、答弁をお願いします。 
三浦人事課長 メンタルヘルスの関係について

の質疑でした。 
 まず周囲の職員についてですが、さきほどか

らお話しているラインケアが大切だと思ってい

て、各課に統括推進員という職員がいます。こ

の方が課の全体を目配せしていくこと、それか

ら各班総括が班員に目配せしていくことで、そ

ういった方々を中心にメンタルヘルスマネジャ

ーの研修をしています。 
 それから復帰支援にあたってのフォロー、元

の職場ではなくといった話もありました。まず
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復帰支援については、さきほど少し話しました

が、３か月かけて試し出勤から入って復帰に臨

んでいく状況であり、まず勤務時間が１時間か

ら試し出勤を始めて、それから２時間というよ

うに、だんだんと職場に慣れていく取組を３か

月かけてじっくりとやっていくと。試し出勤中

に３回の面談もあるので、周囲の声、あるいは

専門の医師の声も勘案しながら進めている状況

です。 
 実際に職場復帰するにあたって、業務が原因

でメンタルになった職員については、確かにそ

この職場にそのまま復帰させるのは厳しい場合

があるので、個々の状況を見ながら復帰する所

属についても柔軟に対応しています。 
猿渡委員外議員 メンタルヘルスの不調は深刻

になると家族含めて周りが大変ですし、何より

も命を失うことにもなりかねない場合もあるわ

けなので、やはり専門家のアドバイスを受けて

しっかり研修を重ねながら、個々の状況に十分

配慮した対応をできるようにお願いしたいと思

います。よろしくお願いします。 
三浦人事課長 さきほどの太田委員の職員住宅

についての質疑です。まず、どのくらい古いか

ですが、最も古いところで畑中が昭和５１年の

建築となっていて、そのほかにも三重が昭和５

６年、竹田が昭和５７年で、昭和の時代に建築

されたものが現在も使われている状況であり、

やはりかなり老朽化が進んでいると認識してい

ます。 
 それから福利厚生事業費の内容ですが、県内

にあるそういった独身寮の中に、寮母をつけて

食事の提供をしている状況があって、その寮母

の委託料に充てています。 
 県職員住宅の修繕費等については、２１ペー

ジの諸費で約２，２００万円計上していますが、

こちらで職員住宅の管理費に修繕料を計上して

います。 
大友委員長 それでは本日の質疑等を踏まえ、

全体を通して委員から、ほかに何か質疑はあり

ませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

大友委員長 別にないので、これで質疑を終了

します。 

 これをもって総務部関係の審査を終わります。

執行部はお疲れ様でした。 

 これより内部協議に入るので、委員はお残り

ください。 

 

  〔総務部、委員外議員退室〕 

 

大友委員長 これより内部協議に入ります。 

 さきほどの総務部の審査における質疑等を踏

まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと思い

ますが、特に指摘事項や来年度予算へ反映させ

るべき意見や要望事項等があればお願いします。 
堤委員 さきほどの質疑の中で、マイナンバー

カード等について市町村が実際にその業務をす

るわけですね。県と連携強化と言っていますが、

それは徹底してほしい。やはりミスがあったら

大変ですからね、連携というのは。そういう点

ではマイナンバーカード等については、更新の

ときの無資格者が出ないように取組を強めてい

かなければいけないと思っています。 
 それともう一つ、さきほどからこころの健康

事業の関係で、精神的な疾患については業務以

外のところが多いというけど、やはり業務に復

帰するのは非常に大変だと思うんですね。だか

ら、そういう点でメンタルのケアについて徹底

して、もっと重点的にやっていくような施策も

必要ではないかと思います。そういう点を網羅

していただければと思っています。 
大友委員長 ほかによろしいでしょうか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 
大友委員長 ただいま、委員からいただいた御

意見、御要望及び本日の審査における質疑を踏

まえ、審査報告書案として取りまとめたいと思

います。 

 詳細については委員長に御一任いただきたい

と思いますが、よろしいでしょうか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

大友委員長 それでは、そのようにします。 

 以上で総務部関係の審査報告書の検討を終わ

ります。 

 暫時休憩します。 
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午前１1 時５７分休憩 
――――――――――― 
午後 １時００分再開 

小川副委員長 休憩前に引き続き、委員会を開

きます。 

 これより、商工観光労働部関係の審査を行い

ます。 

 執行部の説明は、要請した時間の範囲内とな

るよう要点を簡潔かつ明瞭にお願いします。 

 それでは、商工観光労働部長及び関係課室長

の説明を求めます。 

利光商工観光労働部長 令和５年度決算特別委

員会審査報告書に対する措置状況について御報

告します。なお、本日はＳｉｄｅＢｏｏｋｓ

（サイドブックス）のページ通知機能を使用す

るので、タブレット画面右下に青い通知が出た

らタッチしてください。 

 資料番号１３、令和５年度決算特別委員会審

査報告書に対する措置状況報告書を使って御説

明します。 

 資料の８ページをお開きください。 

 （２）収入未済の解消のうち、中小企業設備

導入資金の措置状況を御報告します。右側の措

置結果の欄の中ほど、２段落目を御覧ください。 

この未収金は、昭和５０年代から平成初期に貸

付けを行ったものであり、現在その多くは主債

務者の倒産等により回収は困難な状況にありま

す。しかしながら、財源の確保や公平な負担を

徹底するため、主債務者の経営状況や連帯保証

人の所得、資産の実態把握等を行い、未収債権

の回収に努めており、令和５年度は４０万円を

回収しました。今年度も、債務者等に対する積

極的な交渉などにより回収を図るとともに、主

債務者に対する定期的な経営状況の確認等によ

って、新たな延滞の発生防止を図るなど、収入

未済額の減少に努めます。 

 続いて、２０ページをお開きください。 

 （３）個別事項のうち、⑦観光誘客緊急対策

事業における電子クーポン不正利用について御

報告します。右側の措置結果の欄を御覧くださ

い。観光誘客緊急対策事業における電子クーポ

ンの不正利用については、事案の発覚以降、調

査を行い、不正・不適切な利用と認定した案件

に関しては、宿泊事業者に対して相当額を返還

請求しました。あわせて、さらなる不正・不適

切利用につながる行為を未然防止するため、事

案発生後から令和５年１０月の事業終了までの

間、不自然な利用実態がないか事務局によるチ

ェック体制を強化しました。また、本委託事業

終了後に開始した新たなクーポン付与事業につ

いては、新たにシステムを導入し、発行者ＩＤ

付与による宿泊施設におけるクーポン発行者の

特定や対象旅行者からの受領証徴収などを行う

ことで、不正等を未然防止する仕組みを強化し

ました。今後、同様の事業を実施する際には、

再発防止を徹底することはもとより、事業の企

画立案段階から不正等が起こり得ない制度設計

に努めます。 

 続いて、２１ページをお開きください。 

 ⑧公益社団法人ツーリズムおおいたについて

御報告します。右側の措置結果の欄を御覧くだ

さい。ツーリズムおおいたでは、事案の発覚後、

外部調査委員会の提言を踏まえ、再発防止策を

直ちに実施し、支払手続を厳格化したほか、顧

問税理士と公認会計士が互いに経理事務の状況

を確認する体制を構築しました。県としても毎

月、取組状況の確認を行っています。観光地域

づくり法人としての機能強化に向けては、令和

５年６月に、市町村をはじめ全ての会員の意見

を踏まえたツーリズムおおいた発展のための取

組を策定し、職員の人材育成やマーケティング

機能の強化など、専門性向上に取り組んでいま

す。県としても、次期ツーリズム戦略の策定に

おいて、ツーリズムおおいたに対する観光事業

者等から伺った意見を踏まえ、役割の明確化等、

機能強化に向けた見直しを行い、ツーリズムお

おいたとの両輪による県観光振興施策の推進に

尽力します。 

 続いて、令和５年度の商工観光労働部関係事

業の決算について御説明します。資料番号１０、

一般会計及び特別会計決算事業別説明書を御覧

ください。 

 １６１ページをお開きください。 

 令和５年度歳出決算総括表です。商工観光労
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働部の一般会計の歳出決算額は、一番上の表の

左から４列目、支出済額欄の一番下にあるよう

に８６３億４，６３８万４，９０６円です。ま

た、中小企業設備導入資金特別会計の歳出決算

額は、真ん中の表の支出済額欄の一番下にある

ように４，２１２万３，６００円です。さらに、

流通業務団地造成事業特別会計の歳出決算額は、

一番下の表の支出済額欄の一番下にあるように、

１億３，５７４万７００円です。 

 続いて、令和５年度の主な事業について御説

明します。別冊の資料番号１１、大分県長期総

合計画の実施状況について、主要な施策の成果

（事務事業評価）を御覧ください。 

 ２０３ページをお開きください。 

 一番上、中小企業金融対策費です。この事業

は、中小企業が資金の調達を円滑に行えるよう

県制度資金を設け、民間や政府系金融機関によ

る中小企業向けの金融を補完するとともに、新

型コロナウイルス感染症の影響を受けた中小企

業・小規模事業者の借入れに対する利子補給を

行うものです。令和５年度は金融機関と協調し、

県内中小企業向けに各種の融資を行い、効果的

な金融対策の推進に努めました。その結果、右

上の成果指標欄にあるとおり、県内の全中小企

業１社当たりの融資金額は１１７万８千円と目

標を達成することとなりました。今後も、引き

続き物価上昇など社会・経済情勢の変化に応じ、

中小企業への円滑な資金供給を行うことができ

るよう備えるとともに、経営改善や災害からの

復旧等、様々な資金需要に柔軟に対応します。 

 続いて、２３２ページをお開きください。 

 一番上、グリーン・コンビナートおおいた創

出事業です。本事業は、大分コンビナートのカ

ーボンニュートラルと持続的発展の両立を実現

するため、水素等次世代エネルギーの供給・利

活用やカーボンリサイクルなどを軸とした取組

を推進するものです。令和５年度は、産学官連

携によるグリーン・コンビナートおおいた推進

会議を８月に設置し、本年１月には２０３０年、

２０５０年を見据えて向かうべき方向性を、関

係者共有の構想として取りまとめました。現在、

構想実現に資する多くの企業間連携プロジェク

ト等が動き出しています。引き続き、地域や関

係者と連携し、構想の具現化に向けた取組を計

画的・段階的に進めます。 

 続いて、２３９ページをお開きください。 

 一番下、インバウンド推進事業です。この事

業は、東アジアをはじめＡＳＥＡＮ諸国、欧州、

大洋州等からの海外誘客を図るため、国や地域

ごとのニーズに応じた誘客対策や情報発信を実

施したものです。誘客対策では、九つの国や地

域に戦略パートナーを設置し、韓国や台湾での

大分県単独商談会、海外旅行会社向けの現地セ

ミナーや招請事業等を実施しました。情報発信

では、県内の魅力を効果的に発信するため、留

学生を活用した海外向け動画を制作し、ＳＮＳ

による発信等に取り組みました。成果指標の外

国人宿泊客数について、令和５年度前半は十分

な回復に至らなかったことから目標を達成する

ことができませんでしたが、令和５度後半以降

はコロナ禍前を上回る水準で推移しており、順

調に回復しています。今後も、東アジアのリピ

ート層の獲得はもとより、観光消費の拡大に向

け観光コンテンツの高付加価値化を図るととも

に、大阪・関西万博を契機として欧米豪市場を

中心に消費意欲が旺盛な旅行者の誘客等に取り

組んでいきます。 

 最後に、２６１ページをお開きください。 

 一番下、県外若年者ＵＩＪターン推進事業で

す。この事業は、福岡県在住の若年者のＵＩＪ

ターンを促進するため、福岡市中心部の拠点施

設ｄｏｔ．（ドット）を活用し、県内企業の情

報発信を行うイベント等を実施するものです。

令和５年度は、成果指標である福岡県内大学の

新卒者で本県出身者の県内就職者数は目標値に

達しませんでしたが、ｄｏｔ．開設前の令和元

年度と比べると４年連続で増加しています。引

き続き、就職・キャリア相談を起点にイベント

等を設計するとともに、学生に寄り添いながら

就職活動初期段階から支援し、面談やイベント

参加を促すことで、県内企業への興味・関心を

高め、県内就職者数増加に努めます。 

 続いて、令和５年度行政監査及び包括外部監

査結果のうち、商工観光労働部関係部分につい
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て御報告します。 

 資料番号１６、令和５年度行政監査・包括外

部監査の結果の概要を御覧ください。 

 まず、行政監査結果についてです。３ページ

をお開きください。 

 令和５年度は、２監査テーマ及び目的にある

ように、提案競技の実施状況をテーマに実施さ

れました。当部においては、出先機関を含めた

１０所属において御指摘をいただきました。そ

のうち、多くの所属で同様の御指摘をいただい

た内容について御説明します。 

 ５ページをお開きください。 

 一番下の改善事項３において、提案競技の応

募者が参加資格を満たしているかどうかについ

ては、事業の担当者による確認だけでなく、組

織として確認した経緯を明確にすることという

御指摘をいただきました。御指摘をもとに、今

後、提案競技の実施前に参加資格確認の決裁を

行い、組織として確認した経緯を明確化するこ

ととしました。 

 続いて、７ページをお開きください。 

 一番上の改善事項６において、提案競技の公

平性及び透明性を確保するとともに、優れた提

案につなげるため、審査基準及び配点を事前に

公表することという御指摘をいただきました。

こちらに関しては、審査・指導室作成の提案競

技の手引きに基づき、公募時に配点を公表する

よう改めました。 

 続いて、包括外部監査結果についてです。９

ページをお開きください。 

 令和５年度は、３監査テーマ及び監査対象に

あるように債権管理（県税に係るものを除く。）

に関する財務事務の執行についてをテーマに実

施されました。当部の関係では不備事項はあり

ませんでしたが、改善事項６件、勧奨事項６件

の計１２件の御指摘をいただきました。そのう

ち、改善事項となった項目について御説明しま

す。 
 １７ページをお開きください。中ほどにある

企業立地推進課所管の大分県土地開発公社造成

事業貸付金において、２点御指摘をいただきま

した。１点目は、２４番で未分譲となっている

区画について今後も譲渡が見込まれない場合に、

どの段階で方針転換するか検討する必要がある

との御指摘をいただきましたが、こちらに関し

ては社会経済情勢の不確実性等から、方針転換

の時期や要件をあらかじめ定めておくことは困

難であると考えています。２点目は２５番で、

当該造成事業に係る事業費が企業誘致による経

済効果に照らして妥当であったか分析・検討し、

今後の事業計画に役立てるべきとの御指摘をい

ただきました。こちらについては、造成事業を

計画する際には当該事業を含む過去の造成事業

の実績を参考に、事業採算性を十分精査します。 

 次に、１８ページをお開きください。 

 一番上の２７番において、雇用労働室の所管

する大分県労働福祉制度資金について、融資対

象者が要綱に定められた条件に合致しているか

の確認を金融機関のみが行っており、県がその

内容を確認していないとの御指摘をいただきま

した。そのため、取扱金融機関に制度資金利用

の申込みがあった際には、その内容を県と取扱

金融機関相互で共有することで、県においても

確認できるようにしました。 

 最後に、同じく１８ページに記載のある、工

業振興課所管のおおいた中小企業活力創出基金

造成資金貸付金において、３点御指摘をいただ

きました。１点目は、２８番において短期貸付

けを毎期繰り返しており、実質的な長期貸付け

と同等の状況になっているとの御指摘をいただ

きました。御指摘を踏まえ、短期貸付け分を長

期貸付けに変更するよう、現在関係課と調整中

です。２点目は、２９番において実施要領では

貸付けを行う際に担保を徴求するようになって

いるにもかかわらず、念書のみ取り付けている

との御指摘をいただきました。こちらについて

は、実施要領に則り、今年度の貸付け分から担

保を徴求するようにしています。３点目は、３

０番において基金運用益の未使用額の繰越しに

ついて知事の承認を得ることと定められている

ものの、承認手続を行っていないとの御指摘を

いただきました。基金運用益の未使用額の繰越

承認においては、毎年度運営委員会において承

認手続を行っていたので、おおいた中小企業活
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力創出基金事業実施要領の該当条文を実態に合

わせ改正しました。 

 今後、同様の御指摘をいただくことがないよ

う、部としても適切な企画提案競技の執行及び

債権管理に関する財務事務の執行に努めます。 

遠山商工観光労働企画課長 商工観光労働企画

課の決算について、主なものを御説明します。

資料番号１１、大分県長期総合計画の実施状況

について、主要な施策の成果（事務事業評価）

を使って御説明します。 

 ２０２ページをお開きください。 

 一番上、小規模事業支援事業です。この事業

は、商工会や商工会議所が取り組む経営改善普

及事業を支援することで、小規模事業者の振興

と経営の安定を図ることを目的としています。 

令和５年度は、経営指導員による巡回指導をは

じめ、ニーズに応じた講習会の開催や専門家派

遣などの伴走型支援を行うとともに、大分県商

工会議所連合会内に設置した専門指導センター

に専門経営指導員２名を配置し、各商工会議所

と連携を図り、経営革新計画の策定支援等を行

いました。これらの取組により、成果指標欄に

あるとおり、経営革新等の国や県の承認は目標

を上回る７５件となりました。引き続き、小規

模事業者に一層寄り添った支援を行っていきま

す。 

井上経営創造・金融課長 経営創造・金融課の

決算について、主なものを御説明します。 

 ２０５ページをお開きください。 

 一番上、おおいたスタートアップ支援事業で

す。この事業は、おおいたスタートアップセン

ターを中心に、創業の裾野拡大と成長志向の高

い起業家の発掘・育成を行うことを目的として

います。令和５年度は市町村や商工団体等と連

携し、創業セミナー等を各地域で開催するとと

もに、成長志向の高い起業家に対する伴走支援

をはじめ女性や若手後継者など、対象を絞った

支援も実施しました。その結果、右上の成果指

標欄にあるように、創業支援件数は過去最高の

６９８件となり、目標としていた年間６００件

を超える創業を達成することができました。引

き続き、雇用創出等を通じて地域の社会経済活

性化に重要な創業・スタートアップ支援に努め

ます。 

 続いて、特別会計について御説明します。 

 同じく２０５ページの上から２番目、中小企

業設備導入資金（特別会計）です。この事業は、

中小企業者の事業協同化、協業化、集団化等に

よる経営体質の改善を図るため、必要な資金の

融資を行うものです。令和５年度は、中小企業

基盤整備機構に対し、広域的なガス事業に要す

る資金１件を貸し付け、右上の成果指標欄にあ

る目標数値を達成しています。また、高度化資

金の貸付先である事業者からの返済金について、

中小企業基盤整備機構への償還及び一般会計へ

の繰出しを行っています。今後とも、計画に基

づいた資金供給を行っていきます。 

金子工業振興課長 工業振興課の決算について、

主なものを御説明します。 

 ２３２ページをお開きください。 

 上から２番目、おおいたＬＳＩクラスター構

想推進事業です。この事業では、半導体関連産

業の競争力強化を図るため、平成１７年度に全

国に先駆け創設した大分県ＬＳＩクラスター形

成推進会議を核とした取組を進めてきました。 

主な事業内容に記載のとおり、まず①イノベー

ション事業として、県内企業の技術力向上を図

るべく研究開発などに対し助成したほか、②マ

ーケティング事業では、販路開拓を進めるため、

台湾企業との商談会等の開催や大規模展示商談

会への出展支援に取り組みました。また、③ネ

ットワーク事業では、経営層を対象としたトッ

プセミナーを開催したほか、交流を継続してき

た岩手県の半導体関連企業会との連携協定を締

結しました。今後とも、ＬＳＩクラスター形成

推進会議とともに、半導体産業のさらなる活性

化に取り組みます。 

市原新産業振興室長 新産業振興室の決算につ

いて、主なものを御説明します。 

 ２３４ページをお開きください。 

 エネルギー関連産業成長促進事業です。この

事業は、市場の成長が期待されるエネルギー産

業を育成するため、本県の強みをいかした研究

開発などを支援するものです。令和５年度は主
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な事業内容のとおり、大分県エネルギー産業企

業会を通じて、水素関連産業の事業化支援やス

マートコミュニティ形成などのエコエネルギー

に関する県内企業のチャレンジを支援するとと

もに、大分県版水素サプライチェーンの構築に

向けた、水素の需要創出を目的とした実証や県

内企業の展示会出展等を支援しました。これら

の取組により、成果指標欄にあるように、研究

開発や販路開拓などの事業化件数の目標値１５

件を達成しています。今後も、大分県版水素サ

プライチェーンの構築に向けた取組を加速する

とともに、エコエネルギーを活用した地域活性

化につながる取組を支援していきます。 

大和ＤＸ推進課長 ＤＸ推進課の決算について、

主なものを御説明します。 

 ２２２ページをお開きください。 

 一番上、中小企業等デジタルスキル向上支援

事業です。この事業は、デジタル化が進んでい

ない中小企業において、業務デジタル化やデー

タ取得・分析・活用ができるリテラシー人材を

育成するため、データ・技術を活用できる人材

育成と、デザインシンキング等を通じた主体性

の醸成、デジタルツール導入支援をワンストッ

プで支援するものです。令和５年度は、主な事

業内容のとおり、ＤＸに必要なデザイン思考を

学ぶセミナーや講師派遣によるＯＪＴ研修の実

施に加え、デジタルツールの導入支援を行うこ

とで、中小企業のデジタルスキル向上と業務効

率化を図ってきました。これらの取組の結果、

右上の成果指標欄にあるとおり、人材育成した

事業者数は５４者となり、目標を達成していま

す。今後は、モデル事例を活用した横展開を図

りながら、県内中小企業のデジタル化の底上げ

を引き続き進めていきます。 

加来先端技術挑戦課長 先端技術挑戦課の決算

について、主なものを御説明します。 

 ２１８ページをお開きください。 

 上から２番目、先端技術挑戦プロジェクト加

速化事業です。この事業は、ロボットやＡＩな

どの先端技術を活用し、地域課題解決や新産業

創出を図るため、先進的プロジェクトの認定と

支援等を行うものです。昨年度は１１件の目標

に対し、９件のプロジェクト認定を行いました。

これは、認定申請は１１件あったものの、有識

者等による審査の結果、認定は９件となったも

のです。その中から、製造業向けパレタイズロ

ボットの開発など、５件を当該事業で支援しま

した。なお、今年度からは、研究開発等の実態

に応じた丁寧な支援策を講じることで、先端技

術の戦略的な活用と産学連携による、より質の

高いプロジェクト創出を目指します。これらに

より、引き続き地域課題の解決と新産業創出を

図っていきます。 

一丸商業・サービス業振興課長 商業・サービ

ス業振興課の決算について、主なものを御説明

します。 

 ２１４ページをお開きください。 

 県産加工食品海外展開サポート事業です。こ

の事業は、県産加工食品の輸出を促進するため、

海外展開を目指す事業者に対し、取組段階に応

じた支援を行うものです。令和５年度は、海外

市場に挑戦したい事業者への支援として、海外

向けＥＣサイトを活用して香港とシンガポール

を対象にプロモーション活動を行い、８社の商

談が成立したほか、商談会用販促動画の制作や

市場調査等に要する経費等に対し助成しました。 

また、既に海外展開している事業者に対しては、

販路開拓に向けた着実な土台作りとして、米国

での熊本県・宮崎県・鹿児島県との合同焼酎プ

ロモーションの開催や、海外に販路のあるバイ

ヤーとの商談会の開催などにより、貿易商社等

へ３８０商品を提案し、事業者の販促機会の創

出に努めました。今後も、先月立ち上げたＪＥ

ＴＲＯ大分や大分県貿易協会等支援機関で構成

するＯＩＴＡ食輸出コンソーシアムを通じて、

県内支援者一丸となって切れ目ない支援を行っ

ていきます。 

小野企業立地推進課長 企業立地推進課の決算

について、主なものを御説明します。 

 ２２８ページをお開きください。 

 上から２番目、企業立地促進事業です。この

事業は、戦略的・効果的な企業誘致を推進する

ため、新たに立地や増設した企業の設備投資額

や新規雇用者数等に応じて助成するものです。 
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昨年度は右上、成果指標欄のとおり、目標値４

５件に対し６０件の企業誘致を実現しました。 

産業構造の転換やサプライチェーンの国内回帰

等により、製造業の国内投資が活発化する一方

で、工業用地の不足が課題となっています。そ

こで、今年度から用地確保のための開発可能適

地の選定や民間所有の空き物件調査を実施して

います。引き続き、市町村と連携し、本県への

誘致を積極的に推進します。 

 続いて、特別会計について御説明します。 

 ２２９ページをお開きください。 

 一番下、流通業務団地造成事業（特別会計）

です。この事業は、東九州における広域的な流

通拠点の形成を図るために整備した大分流通業

務団地に係る安全・防災・環境対策等の事業費

及び維持管理のための基金積立てを行うことを

目的としています。昨年度は、右上の成果指標

欄のとおり、流通業務団地の分譲面積は４６万

５，８４０平方メートルとなり、目標を上回っ

ています。 

佐藤産業人材政策課長 雇用労働政策課の決算

について、主なものを御説明します。 

 ２６４ページをお開きください。 

 一番上、外国人労働者受入対策強化事業です。 

この事業は、外国人材に選ばれる県となるよう

ＳＮＳを活用した定期的な情報発信を行うとと

もに、外国人労働者が安心して働くことができ

る就業・居住環境等の整備に取り組む企業等を

支援するものです。令和５年度は、環境整備を

行った企業等３２団体に対し補助を行うととも

に、情報発信ではインドネシア・ベトナム在住

の方に向けて大分県で働く魅力を発信しました。

右上の成果指標欄のとおり、県内在住技能実習

生・特定技能外国人数は５，５３３人となり、

目標を達成しました。今後も、大分県を選んで

もらい、安心して長く働いてもらえるよう、外

国人材の受入体制の充実・強化を進めていきま

す。 

相本観光政策課長 観光政策課の決算について、

主なものを御説明します。 

 ２４４ページをお開きください。 

 一番上、宿泊業経営力強化加速化事業です。 

この事業は、施設のバリアフリー化、ＤＸの導

入及び人材確保に取り組む宿泊事業者を支援す

ることで、経営力の強化を図るものです。内容

として、浴室のバリアフリー化や業務効率化に

向けた自動精算機、予約・会計システムの導入

等、２０事業者の取組に助成を行いました。ま

た、人材確保についてはインターンシップの活

用を促す事業者向けセミナーや専門学校の就職

担当者との情報交換会を開催しました。今後も、

引き続き受入環境の整備と人手不足の対応への

取組を支援することで、宿泊事業者の経営力強

化に取り組んでいきます。 

遠山商工観光労働企画課長 続いて、決算の予

算額に対する増減額、収入未済額等について御

説明します。 

 資料番号９、令和５年度決算附属調書を御覧

ください。まず、一般会計決算のうち、主なも

のを御説明します。 

 １７ページをお開きください。 

 歳入決算の予算額に対する増減額調書です。

一番左の科目欄の中ほど、商工費国庫補助金の

うち、減収となったものの上から５番目、物価

高騰対応重点支援地方創生臨時交付金２０億１

７４万４千円は、ＬＰガス等価格激変緩和対策

事業等の繰越明許によるものです。 

 次に、３３ページをお開きください。 

 不用額調書です。一番左の科目欄中ほど、商

工費の上から３行目の中小企業振興費１４６億

４，９７２万２，２００円は、中小企業金融対

策費の貸付金等が見込みを下回ったことによる

ものです。その３行下にある工鉱業振興費９億

９，４２０万７，９７５円は、食品産業収益力

向上支援事業費の補助金等が見込みを下回った

ことによるものです。 

 続いて、特別会計における歳出関係を御説明

します。８３ページをお開きください。 

 不用額調書です。一番左の科目欄の下から三

つ目の項目、中小企業設備導入資金特別会計の

予備費１，２６６万８千円は充当事業がなかっ

ったので、全額を翌年度に繰り越したものです。 

 次に、８７ページをお開きください。 

 収入未済額調書です。一番左の科目欄の上か
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ら二つ目の項目、中小企業設備導入資金特別会

計の諸収入８億９，９０５万１，５０４円は、

高度化資金貸付金が貸付先の倒産や経営不振に

より延滞となっているものです。 

小川副委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。 

 執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し私から指名を受けた後、自席で起立の上マイ

クを使用し、簡潔かつ明瞭に答弁願います。 

 事前通告が３名の委員から出されているので、

まず事前通告のあった委員の質疑から始めます。 

堤委員 決算事業別説明書１６５ページ、中小

企業金融対策費で２０２０年３月から始まった

コロナ特別融資、ゼロゼロ融資とか県のコロナ

対策資金について。融資の実績で営業が継続で

きている反面、負債の増加と利子負担により経

営が厳しい事業者もいると思いますが、大分県

内の返済の状況とか事業者の反応、今後の融資

実行の姿勢等についてはどうなのかが１点。 

 次に、主要な施策の成果２２０ページ、ＡＩ

活用促進事業費。これはＡＩ活用を推進する事

業ですが、今後、ＡＩ等の活用が進めば進むほ

どデータセンターなどの使用電力量が大きくな

るのが非常に大きな問題となっています。その

電力を使ったＡＩを活用するという、つまり

我々自身が活用するときも気を付けなければい

けないグリーンウォッシュという考え方の一端

もあると思います。そういう中で今後、生成Ａ

Ｉの導入が進めば、ある程度のホワイトカラー

が排除される問題とか、また、フェイクニュー

ス、ヘイト等に注意しなければなりません。そ

こら辺の課題等についてはどのように考え、対

応を考えていくのかという点が２点。 

 ３点目に、主要な施策の成果２２８ページ、

企業立地促進事業ですね。令和５年度の誘致件

数は６０件ですが、進出企業における期限の定

めのない正規労働者の雇用者数、非正規雇用の

状況はどうなっているか。また、誘致企業に対

して、５００社企業訪問も含めて正規雇用の推

進についてはどのように話をして、それが実際

に実行されているのかという点も含めて回答を

求めます。 

井上経営創造・金融課長 まず、中小企業金融

対策費についてお答えします。 

 大分県信用保証協会によると、令和６年８月

末時点において、コロナ関連資金の保証承諾累

計件数２万４７４件のうち９７．１％にあたる

１万９，８８３件において返済期日が到来して

います。そのうち借換えを含む完済、返済済み

が４０．２％、約定どおり返済中が５５．４％

で全体の９５．６％が順調に返済又は完済とな

っています。一方、リスケジュールなどの返済

条件緩和が２．８％、代位弁済となった事業者

が１．６％あるなど、今後ともしっかりと状況

を注視していく必要があると考えています。 

 そのような中、中小・小規模事業者において

コロナ関連資金の返済負担の軽減や新規の資金

調達などの要望があることから、県では今年度

もコロナ関連資金の借換資金として、経営改善

借換資金を継続するとともに、低利かつ保証料

率０％である中小企業活性化資金、経営環境変

動対応融資の新規融資枠を昨年度の４０億円か

ら２．５倍の１００億円に設定するなど中小・

小規模事業者の資金繰り支援を行っています。

こうしたこともあり、今年度の県制度資金保証

承諾実績は８月末現在で約２０２億円、前年対

比で１７％増加するなど、多くの事業者に積極

的に御活用いただいています。また、金融機関

に対しては、既存融資に係る返済期限の延長や

元金返済猶予など、事業者の実情に応じた最大

限柔軟な資金繰り支援を行うよう、先月の２５

日に要請を行ったところです。 

引き続き、中小・小規模事業者の事業継続を

下支えするために、資金繰り支援に万全を期し

ます。 

加来先端技術挑戦課長 当該事業は人口減少、

高齢化に伴う人手不足などの地域課題解決と県

内産業振興のため、ＡＩ活用に向けた相談支援

体制等を構築しているものです。データセンタ

ーなどの使用電力量の増加について、一般論と

しては増加するものと考えられますが、その対

策について、まずは国全体の電力需要の中でバ

ランスを取っていくものと認識しています。 

 昨今、生成ＡＩで作られた偽の動画や画像に
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よって、なりすまし等の被害に遭うケースが増

えており、社会問題となっています。国におい

ても、生成ＡＩの偽情報対策や法規制の議論が

活発になっており、県としても今後の動向を注

視しています。県では、おおいたＡＩテクノロ

ジーセンターを中心に、県民や県内企業に対し

て情報リテラシーや情報セキュリティー向上の

ためのセミナーを開催し、啓発活動を行ってい

ます。生産性の向上等を求めて人間の仕事がＡ

Ｉに移行する一方で、人間にしかできない高付

加価値なサービスや新たなビジネスの創出にも

つながるものであり、適切な役割分担が重要と

考えています。 

 今後も、国の動向を注視しつつ、情報リテラ

シー等の研修と併せて、県内企業へのＡＩ活用

促進の取組を進めます。 

小野企業立地推進課長 令和５年度の企業誘致

件数は６０件で、合計６１３名の雇用が予定さ

れており、いずれも常用雇用の予定であること

を確認しています。正規雇用の推進ですが、製

造業などへの補助金の交付にあたっては、地元

からの新規常用雇用を条件にしており、企業に

対し正規雇用となるようお願いしています。 

堤委員 融資の問題で先日確認したけれども、

非常に厳しい返済状況の方がいて、新たな借入

れを別の銀行に持ち込んだところ、その銀行に

信用保証協会から駄目だと言われたと。しかし、

実際は信用保証協会は何も言っていないんよね。

銀行の窓口が稟議書の中で独自判断しているわ

け。そういう、実際に困っている中小零細企業

に即した相談は窓口とか銀行で実際にできてい

ないという話がやっぱりあるんですよね。 

 県はいろいろ銀行等に話して、窓口の対応と

か、いろいろ資料を置いておきなさいと指導は

しているんだけれども、実際の窓口ではそうい

う対応をしているところもあるから、是非そこ

ら辺は今後、銀行の窓口対応については中小零

細企業の立場に立った対応をしてほしいと、再

度要請してください。これは要望で。 

 もう一つは、加来先端技術挑戦課長の方だけ

れども、情報リテラシーがあったとしても、な

かなかヘイトとかはなくならないわけね。だか

ら、確かに国全体の問題なんだけれども、そう

いうところをやっぱり県としても考えておかな

いと。ただ単にＡＩの導入を進めりゃいいんだ

という考えじゃなくて、反面そういう問題もあ

ることは認識もせないかんし、もう一つはデー

タセンター。これは確かに国全体の問題だけれ

ども、活用するのは県民、我々行政側も使うわ

けで、カーボンニュートラル全体で考えないか

んわけだから、そういうところも含めた考えを

持っておかないかんのじゃないですかと言いた

いわけね。それはそういう立場でこれから臨ん

でください。これも要望しておくから。 

 企業立地、これだけ確認しよう。これも以前

からずっと言っているけど、常用雇用じゃなく

て正規雇用、通常言われる正規雇用はこの常用

雇用の中に含まれているのか、それとも常用雇

用だけが六百何十人なのかが分かれば教えてく

ださい。 

小野企業立地推進課長 常用雇用の中に、期限

の定めのない雇用が含まれているかという点で

すが、まず、毎年度の誘致件数に関する把握の

中で、非正規雇用の数は把握していません。毎

年、企業に対する調査を実施しており、正社員

と正社員以外の割合を把握しています。なお、

令和６年度の企業誘致概要調査では、進出企業

の正社員の割合は８３．１５％という数値を確

認しています。 

堤委員 是非、非正規雇用の把握をしてほしい

んです。せっかくお金を出して大分県で仕事を

つくろうという気持ちがあるわけだから、そこ

でせっかくだから正規雇用で期限の定めのない

雇用、こういうところを是非、県としても中心

に進めていただきたい。要望して終わります。 

御手洗（朋）委員 主要な施策の成果２０８ペ

ージ、クリエイティブ活用推進事業について質

疑します。県内クリエイター高度人材等育成事

業において、セミナーや伴走支援等を行ったと

ころですが、県内から何人のクリエイターが育

成され、企業でどのような役割を果たしている

のかお伺いします。また、マッチングの詳細に

ついてもお伺いします。 

井上経営創造・金融課長 クリエイティブ活用
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推進事業についてお答えします。令和５年度の

県内クリエイター高度人材等育成事業では、３

２名のクリエイターが参加し、６か月にわたっ

て企業の強み、弱みや競合関係、市場環境など

の企業分析の手法や新商品、新サービスの高付

加価値化などをテーマとした連続講義を行った

ところです。 

本事業では、販売促進について課題を持つ企

業と商業デザインの経験が豊富なクリエイター

を連携させるなど、その特性に応じたマッチン

グを行いました。また、クリエイターはセミナ

ーで培った実践的なスキルもいかし、企業に対

して付加価値の高い新商品、新サービスの提案

とかマーケティング戦略の策定支援などの役割

を担っています。その結果、新規店舗のロゴデ

ザインの作成や新商品の企画販売に至った事例、

新たな顧客層の獲得に向けた販売促進ツールの

制作など、事業化につながった案件が創出され

ています。加えて、今後の企業価値向上に向け

た協議なども多数続けられています。 

 変化の激しい時代において、クリエイターは

柔軟で創造的な思考やアイデアを持ち、新たな

価値を生み出す人材であり、企業の経営課題の

解決や競争力強化に重要な役割を果たすことか

ら、今後とも県内のクリエイターと中小企業と

の協働を推進したいと考えています。 

御手洗（朋）委員 よく分かりました。成果が

十分出ているということなので、引き続き取組

を強化していただきたいと思います。 

木田委員 ２点の事業についてお尋ねします。 

 主要な施策の成果２３４ページ、エネルギー

関連産業成長促進事業です。１０億６千万円を

超す事業費となっており、様々な取組が行われ

ているようですが、主な事業ですね。事業費の

大きいものを中心に、内容について具体的に御

説明いただきたいと思います。また先般、大分

市の株式会社ハイドロネクストが高純度の水素

を低コストで生成する大型装置の試作に成功し

たとの報道がありました。県の事業の成果と捉

えてよいのかお伺いします。また、このハイド

ロネクストの商用化に向けた今後の見通しにつ

いて御教示いただきたいと思います。 

 ２点目が、同じく主要な施策の成果２３８ペ

ージの観光誘客緊急対策事業です。６億円を超

す予算の未執行もあるようで、成果指標も達成

できず評価はＤとなっています。各地のイベン

ト等が減少したことが主な要因と分析されてい

るようですが、なぜそう言えるのか、その関連

性を御説明いただきたい。また、地域クーポン

券が全国チェーンの店とかではなく、県内の地

域の店舗で大分県のお土産関係や県産品等の商

品に、どの程度このクーポン券が貢献したのか。

貢献するということは、当時大変重要なテーマ

だったと思いますが、今回の地域クーポン券が

どのような店舗でどのような使途で使われたの

かお示しください。 

市原新産業振興室長 エネルギー関連産業成長

促進事業についてお答えします。２点御質疑を

いただきました。 

 まず、主な事業の内容についてお答えします。 

本事業は、大分県エネルギー産業企業会を通じ

て、本県の強みをいかしたエネルギー関連の研

究開発等を支援するものです。最も事業費が大

きいのは、太陽光発電と蓄電池等を組み合わせ

た自家消費型エコエネルギー設備の導入経費に

対する支援です。これは、エネルギー価格高騰

の影響を受けている中小企業等の負担軽減を図

るとともに、エコエネルギーの導入を促進する

ことを目的としたものであり、件数は１２８件、

補助金額は９億５，６３３万６，１６０円です。

なお、本事業は国の地方創生臨時交付金を活用

したものです。また、水素などエコエネルギー

に関する研究開発を３件支援したほか、水素の

需要創出を目的として、日田彦山線ＢＲＴひこ

ぼしラインの燃料電池バス実証運転に県産グリ

ーン水素を供給しました。このほか、水素利活

用セミナー、水素エネルギーの普及啓発イベン

トなどを実施しました。 

 続いて、２点目のハイドロネクストの成果及

び商用化に向けた見通しについてお答えします。

本事業では、これまで産業廃棄物やバイオマス

からの水素製造や水素を燃料とするゼロエミッ

ション船の研究開発など、水素エネルギーに挑

戦する県内中小企業の取組を幅広く支援してき
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たところです。ハイドロネクストの水素透過金

属膜を活用した水素の高純度化技術についても、

平成２８年度から装置の開発や耐久性などの実

証事業等を支援してきたところで、本事業の成

果の一つと捉えています。商用化に向けては装

置を組み立てる連携企業等の開拓や、さらなる

スケールアップ、商用利用を想定した環境下で

の実証等が課題であると聞いています。 

 県としても、引き続き後押しをしていきたい

と考えています。 

長谷部観光誘致促進室長 観光誘客緊急対策事

業についてお答えします。６億円を超す予算の

執行については、本事業が国の補助金を財源と

して令和５年度末までの事業を見込んで予算化

したものです。しかし、国から旅行需要の回復

等を踏まえた年度途中での終了要請を受け、事

業精算作業や国への実績報告期限も勘案した結

果、本県は令和５年１０月末を全国旅行支援の

終期とし、見込みよりも早く事業終了せざるを

得ませんでした。そのため、予算の未執行の額

が大きくなりました。 

 成果指標については、国の共通基準による観

光入込客統計調査に基づく観光入込客数を指標

としています。これは、市町村等から収集した

観光地やイベント等の来場者数と、観光地等で

の聞き取り調査によって取得した、観光客が県

内で訪問した観光地の箇所数などを基に推計す

ることによって得た統計です。コロナ禍の影響

で、例年開催されていたイベントの来場者数が

減ったほか、イベントそのものがなくなったこ

とが実績を押し下げた原因の一つと考えていま

す。一方で、日本人宿泊客はコロナ禍前の水準

にほぼ回復しており、本事業で実施した宿泊割

引や地域クーポン券は、宿泊客数の底上げや地

域観光消費拡大に一定程度貢献したものと考え

ています。 

 続いて、全国旅行支援の地域クーポン券の利

用実績についてですが、利用実績を確認したと

ころ、小売が約４７％、飲食が約２３％と大き

な割合を占めています。特に、小売については

お土産物を中心に扱っている店舗が上位を占め

るほか、飲食についても大半が地元経営の飲食

店で使用されているなど、地域クーポン券が本

県の経済の活性化に寄与しているものと考えて

います。 

木田委員 まず、水素活用の面ですが、今回の

ハイドロネクストの今後の見通しを大変うれし

く思っているし、期待もしています。平成２８

年からということで、我々の会派も大分工業高

等専門学校へ視察に行きましたが、遠山商工観

光労働企画課長の時代からいろいろと御支援が

あって、今回やっと松本博士の研究が実り、大

変期待しています。やはり大分県は、パラジウ

ムを取得できるアドバンテージもあるし、コン

ビナートの副生ガスも使えるんじゃないかとい

うことがグリーン・コンビナート関連の取組を

含めて、非常に大きな期待ができるので、引き

続きしっかりと応援をしていただきたいと思い

ます。プラントの実証についても支援いただき

たいと思うし、輸送もあると思うので、できた

水素をしっかりと運ぶ物流というか、輸送につ

いても念頭に入れて御支援をいただきたいと思

います。 

 あと、クーポン券ですが、ある程度はお土産

に使われたということで安心しています。全国

チェーンあるいはコンビニとかドラッグストア

で消費されると、せっかく大分県に観光に来た

のに、お土産が全国どこでも売られているもの

じゃ寂しいなという思いがあるので、今後も同

じような事業をするのであれば、しっかりと大

分県産品につながる使途となるように、絞って

使える仕組み、工夫をお願いします。旅行割引

もあるわけですが、そもそも１０万円の旅行が

割引されるのであれば、大分県で消費されるも

のがやっぱり１０万円プラス割引分以上の消費

が出る取組ということで、今後もそういった取

組につなげていただきたいと思います。 

小川副委員長 それでは、事前通告されていな

い委員で質疑はありませんか。 

清田委員 新しいおおいた旅割の件です。冒頭、

部長からも措置状況の報告でありました。また、

大分県歳入歳出決算審査意見書の１６ページで

も御指摘をいただいています。常任委員会でも

しっかり議論をした経緯も十分承知の上ですが、
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あえてこの決算特別委員会で質疑させていただ

きます。不正な申請、利用があったわけですが、

これらの背景、原因をどのように分析し、また、

再発防止に向けた方策をどのように考えている

のかを、改めてこの場で伺いたいと思います。 

 それと、観光政策全般に係る部分ですが、い

わゆるツーリズムおおいたの件です。こちらも

残念ながら司法に預けなければいけない事案も

生じていたわけですが、正に観光政策の司令塔

であり、プレーヤーの中心である組織であると

認識しています。このツーリズムおおいたの内

部統制の確立及び本来の機能発揮に向けた県の

直接的関与の状況等について、この２点につい

て伺います。 

長谷部観光誘致促進室長 観光誘客緊急対策事

業によって行った、新しいおおいた旅割の件に

ついてお答えします。そもそも、新しいおおい

た旅割の制度設計の際には、新型コロナウイル

スの感染状況により事業の中断、延長のため制

度が目まぐるしく変わっていったと。不正防止

の仕組みづくりに時間が割けなかったところが

背景にあります。結果として、利用したシステ

ムが不正の起こり得る仕組みであったことに加

え、旅割の事務局だけではなく、県としてもチ

ェック体制が甘かったのではないかというとこ

ろが、今回の不正、不適切事例が発生した要因

であると考えています。この旅割の反省を踏ま

え、全国旅行支援終了後に実施した特割キャン

ペーンでは、クーポンの発行管理や旅行者の需

要確認を厳格に行うなど、不正が起きない制度

を構築したところです。 

 今後実施する観光誘客の取組においては、今

回の旅割の不正、不適切事案を受けて不正、不

適切な取扱いが行われない体制を踏まえた委託

事業での委託仕様書の作成であるとか、委託業

者の選定にあたっては、単に企画内容だけでな

く、その企画内容を適切に、かつ不正、不適切

な取扱いが行われない業務執行体制で行われる

かといった点も重点的に審査するよう企画提案

協議での審査の配点の見直し、そういったとこ

ろで厳正に審査するようにしました。 

 今後とも、公金を扱う事業の重みを受け止め

ながら、誠実かつ丁寧な事業執行に努めていき

たいと考えています。 

相本観光政策課長 ツーリズムおおいたに関し

てお答えします。 

 ツーリズムおおいたは、県観光の推進のため

の正に司令塔、県域版ＤＭＯとして非常に重要

な位置を占めていると認識しています。 

 使途不明金の発覚後、再発防止策を直ちに実

施し、顧問税理士や公認会計士等に経理状況を

確認したことは既に御報告していますが、県の

職員が毎月行って、それは逐一チェックしてい

ます。現在、当然ですがそういった不明瞭な処

理は行われていません。今後、ツーリズムおお

いたをどうしていくのかについては、まず、国

も２０３０年に訪日外国人旅行者６千万人、消

費額１５兆円という大きな目標を掲げており、

当然、県観光にも県経済にも非常に重要な柱に

なるものと認識しているので、正にしっかりし

ていく必要があると。 

 今年度、ツーリズム戦略を見直している中で、

ツーリズム戦略会議の委員や今年度から新たに

始めた振興局単位での意見交換会、地域のいろ

んな事業者、観光協会の方から直接意見を聞く

場でも、ツーリズムおおいたにもっとしっかり

してほしい、専門性を高めてほしいという意見

を様々なところからいただいています。そうい

った中で、国において今、正にＤＭＯの体制を

どうするかという在り方検討会もやっている状

況もあるので、そういった情報も逐一取りなが

ら、しっかりと考えていきたいと。また、国や

専門家からの助言等を基に、先進的な取組を行

っているＤＭＯや自治体へ、既に何件か視察に

行って話を聞いています。そういった取組を聞

く中で、大分県ならでは、大分県でできる体制、

それについてはツーリズムおおいただけでなく、

県とツーリズムおおいたが一体となった新たな

観光推進体制を今正に検討しています。 

 ツーリズムおおいたという組織が地域から頼

られる存在となり、県と共に新しい観光を引っ

張っていけるようになるため、県としても責任

感を持って引き続き取り組んでいきたいと思っ

ています。 



- 31 - 

清田委員 ありがとうございます。旅割は確か

に当時、事業実行の迅速性は非常に求められて

いたと思うし、正に宿泊業者はもとより旅行産

業全体の救済という側面もあったと私は理解し

ています。その中で、どうしてもさきほど御答

弁あったように仕方がない部分もあったと思い

ますが、今後、同じような事業展開をするとき

に同じ過ちがない制度設計をしっかりやってい

ただきたいということと、また、費用対効果の

点でも、もっと旅行産業、観光産業のためにな

る事業実施に向けた方策も構えておいていただ

きたいと思います。 

 そして、ツーリズムおおいたです。正に観光

産業の司令塔、プレーヤーの中心であると認識

していますが、福岡・大分デスティネーション

キャンペーン（ＤＣ）も成功裏に終わったと御

報告を受けました。また、来月全国豊かな海づ

くり大会があって大阪・関西万博と続いていく

わけですけど、これらのイベントの中でいかに

県内に誘客をしていくか、お金を落としてもら

うか、観光産業をいかに盛り上げていくかとい

う非常に大事な局面を迎えているわけで、主要

な施策の成果を見ると、Ｄ評価がちょっと多い

気もします。これらも大きな反省の上に立って、

大分県観光産業の振興に向けて、来年度に向け

た意気込みがあれば渡辺観光局長、よろしくお

願いします。 

渡辺観光局長 御指摘ありがとうございます。

正に今、国も２０３０年に６千万人、それから

１５兆円のインバウンド消費を見込んで取組を

進めています。大分県が今のところ国の０．

７％ぐらいで三百何十億円、昨年度のインバウ

ンド消費がそのあたりだったと思いますが、県

内でも１千億円のインバウンド消費が目標にな

ると思います。 

 そういった中で、地域にいかにお金が落ちる

仕組みをつくるか、そして、観光客の皆さんが

いかに満足をして、また次に来たいと思ってい

ただけるかは非常に大事だと思っています。さ

きほどＤ評価という話もありましたが、コロナ

のせいにばかりはできないので、その辺もしっ

かりと反省しつつ、来年度は万博もあるので、

そういった機会をしっかりといかしながら観光

事業者の皆さんが、そして県経済に関わる皆さ

んが潤う観光施策を進めたいと考えています。 

桝田委員 主要な施策の成果２６１ページ、県

外若年者ＵＩＪターン推進事業のことです。Ｕ

ＩＪターンということで、福岡県から大分県に

戻っていただくことはすごく大切です。お尋ね

したいのは、大分県から福岡県に行った人数を

教えていただきたいなと。そして、それがプラ

スなのかマイナスなのかもお答えいただけたら

なと思います。 

佐藤産業人材政策課長 大分県から福岡県に行

った人数ですが、まず大分県の高校生のうち、

県外に進学している数で一番多いのは、やはり

福岡県となっています。人数としては申し訳あ

りません、正確な人数を今持っていませんが、

福岡県が一番多いということで、そのためにも

ｄｏｔ．を活用して福岡県から多くの学生を戻

そうと今考えています。 

 本県出身者のうち卒業者数でいうと、福岡県

の大学に進学した者で、令和５年３月の大学卒

業者が８６７名となっており、令和５年３月卒

業なので令和元年３月、失礼しました、令和２

年３月卒業の高校生になると思いますが、それ

が９，９６２人なので、かなりの数が進学して

いると考えています。 

桝田委員 すみません、ちょっと難しい数値を

急遽聞いてしまったんですが、何が言いたいか

というと、戻すこともすごく大事ですが、やは

り流出を止めることも大事だということです。

せっかくすごくいいことをやっているから両輪

でやっていかないとなかなか難しいのかなと思

います。そこの対策も同時並行でやっていただ

けたらなと。今もやっていると思いますが、そ

こに力を入れてやっていただけたら非常にいい

事業になっていくのかな、もっと磨きがかかっ

てくるのかなと思うので、是非ともよろしくお

願いします。 

阿部委員 ３点について質疑します。 

 まず１点は、主要な施策の成果２２８ページ、

企業立地促進事業で工業用水の確保とあります

が、令和５年度予算でどこにどれだけの水があ
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るか、それから海水を淡水に変えられるかとい

う調査、こういったものを令和５年度予算で付

けていたんじゃないかと思います。これから企

業誘致をする際に、令和５年度調査で十分に確

保できるだけの工業用水の水量があったのかと

いう調査結果がこれには全然載っていないんで

すね。ここには放流水の再資源化と書いてあり

ますが、それでどれだけの量ができるのか、そ

れが十分なのかがまず１点。 

 それと２３９ページ、インバウンド推進事業

ですが、ここに９か国と戦略パートナーを結ん

でこれから進めていくと書いてあります。この

９か国とはどこかと、戦略パートナーは団体か

企業か個人か、どこを指しているのかをお伺い

したい。その中で現地商談会、海外旅行会社向

けのセミナー等があるようですが、県職員がど

れだけの頻度でこういう商談会に行っているの

かをお聞かせください。 

 それともう一点は、桝田委員の質疑であった

ｄｏｔ．の件です。今の資料は令和元年とか言

いましたが、資料が非常に古過ぎる。年間目標

値として、３５４人に大分県へ帰ってきてもら

うようにしていますが、令和５年の資料で今県

外に何人行っているか。福岡県に行っているの

は言いましたけど、古いじゃないですか。今ど

れだけの人が県外に出ているか、卒業している

のか、そして福岡県に何人行っているのか。そ

れをどうターゲットにして、何人に帰ってきて

もらうのかをしっかりと捉えて目標値を定める

なら分かるんですけど資料が古い、数を答えら

れない、それはちょっと目標設定としてはおか

しいな。もうちょっと詳しく説明してください。 

小野企業立地推進課長 工業用水の確保及び再

資源化の導入検討状況についてお尋ねがありま

した。令和５年度において、専門機関に委託し

て公共下水処理水や企業排水の活用など、水リ

サイクルによる排水再資源化の検討を行いまし

た。 

 結論から申し上げると、時間とコストをかけ

れば一定程度、再資源化の事業そのものは成り

立ちますが、まずは必要量、日量１千トン以上

の規模から１万トンのような、例えば半導体産

業に応えられるだけの結果が出ているかという

と、残念ながら結果的には出ないと。そういっ

た引き合いがあれば、再度コスト、期間を提示

して企業の判断を伺うことになると思います。

また、河川からの取水の可能性についても検討

して、県内では１４河川から取水は可能という

結果はありますが、やはり相当のコストと期間

はかかるので、ここも企業の要望に応じて実現

可能かをしっかり判断した上で御提示するとい

うことで、すぐに提案できる状況にはないのが

現状です。委託事業そのものの詳細を報告する

ことについては、しっかりと検討した上で、タ

イミングと内容について検討します。 

長谷部観光誘致促進室長 私からインバウンド

推進事業に関する質疑についてお答えします。 

 まず、戦略パートナーについてですが、県と

しては重点的に誘客の取組を進める国・地域を

定め、現地で情報収集やセールス活動、商談会

の企画とか運営を行う委託業者を戦略パートナ

ーと位置付けて、効果的かつ効率的な誘客の取

組を行っています。 

 戦略パートナーを置いている国・地域ですが、

韓国、中国、香港、台湾、シンガポール、タイ、

ベトナム、欧州――これはイギリスです。令和

５年度にはオーストラリアに設置しました。令

和６年度については大阪・関西万博等を見据え

て、欧米豪への取組を強化するということで、

ベトナムに置いていた戦略パートナーをアメリ

カに変えて現在、戦略パートナーの取組を推進

しています。 

 それと、県職員が外国に出向いているかとい

う点ですが、戦略パートナーが現地で商談会等

を年に１、２回開催しています。また、それに

あわせてセミナーとかを開催しているので、そ

の都度、県職員が出向いて説明やＰＲ等を行っ

ている状況です。 

佐藤産業人材政策課長 進学者の人数ですが、

さきほど最新の人数を言い漏れたので説明する

と、令和５年３月卒業の高校生が９，１４３名

います。そのうち進学者が６，６０４名で、福

岡県内に進学した者が１，１２８名となってい

ます。さきほどの卒業者数ですが、本県出身で
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福岡県の大学に進学し、令和５年３月に卒業し

た者が８６７名で、そのうち３００名が大分県

に帰っています。 

 我々は拠点施設ｄｏｔ．を設置して数字を伸

ばしていこうと活動しています。今、大分県出

身者だけではなくて九州、ほかのところから福

岡県に進学した生徒やもともと福岡県にいる生

徒を大分県出身の方から誘ってもらってｄｏｔ．

に来てもらい、大分県に就職してもらう活動も

進めています。 

阿部委員 企業誘致については１４河川から水

が取れるということですけど、まだ量が十分で

ないので、大きな企業を誘致することはできな

いわけですから、そこら辺はしっかりと水の確

保等を進めてもらいたいと思います。 

 それと、インバウンドについても戦略パート

ナーとしっかりと連携を密に取ってもらって、

県職員がしっかりと現地に行ってインバウンド

の数を高めてもらいたい。 

 それと、３点目はｄｏｔ．はあるけれども帰

ってきたときに就職するところはあるんですか。

求人倍率とかが分かれば教えてください。 

佐藤産業人材政策課長 大分県の求人倍率につ

いては最新が１．４１で、九州の中では一番高

い数字となっているので、就職する先は十分に

あると考えています。 

阿部委員 しかし、結果的にはＤ評価です。ｄ

ｏｔ．があるわけですから、福岡県から大分県

民だけではなくて、福岡県民も含めていっぱい

大分県に来てもらうように、さらに頑張ってい

ただきたいと思います。 

小川副委員長 ほかに委員で質疑はありません

か。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

小川副委員長 事前通告が２名の委員外議員か

ら出されているので、事前通告のあった委員外

議員の質疑を行います。 

猿渡委員外議員 主要な施策の成果２６０ペー

ジの働き方改革推進事業です。男性の育休取得

促進などに取り組んでいる大変大事な事業と思

いますが、これは個人自営業者も対象になるの

でしょうか。いろいろな事情で休業せざるを得

ない場合に、個人自営業者への何らかの支援策

があるのでしょうか。ほかの課を含めて、部全

体で何か支援策があるのか、これが１点目。 

 ２点目、同じページの物価高騰対応中小企業

等業務改善支援事業。これも従業員を雇う中小

企業が対象だと思いますが、個人自営業者も物

価高騰の中で苦労しています。個人自営業者へ

の何らかの物価高騰の支援策があるんでしょう

か。これも部全体で何かあれば教えてください。 

松木雇用労働室長 初めに、働き方改革推進事

業についてお答えします。働き方改革推進事業

では、多様な働き方の実現や、誰もが働きやす

い職場環境づくりを進めるため、働き方改革ア

ドバイザーによるセミナーや相談会、子育て応

援団認証などを行っており、セミナーや個別相

談会は労働者を雇用する個人自営業者も対象と

なっています。また、おおいた子育て応援団認

証は、県が子育てをサポートする企業として認

証することにより、認証企業のイメージアップ

を図り、子育て応援社会の実現を目指す制度と

なっており、県内に本社又は事業所があること、

一般事業主行動計画を策定し、労働局に届け出

ていることなどを要件としており、労働者を雇

用する個人自営業者も対象となります。なお、

本事業では休業する事業者に対する支援などは

行っていません。 

 続いて、物価高騰対応中小企業等業務改善支

援事業についてお答えします。物価高騰対応中

小企業等業務改善支援事業における業務改善奨

励金は、雇用する労働者の賃上げを行い、国の

業務改善助成金の交付決定を受けている中小企

業・小規模事業者を対象としており、この場合

の小規模事業者には個人自営業者も含まれてい

ます。当該事業は、国の業務改善助成金を利用

して、生産性の向上と従業員の賃上げ、賃金引

上げに取り組む中小企業・小規模事業者を支援

することを目的としているので、雇用する労働

者がいない個人自営業者については対象とはな

りません。 

猿渡委員外議員 ありがとうございます。私が

気になっているのが、例えば個人事業主の女性

が出産する場合に、何らかの支援策があるかと
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いうと、ないんじゃないかと思うんですね。例

えば、美容系のサロンなんかは女性が１人でや

っている場合が多いんですね。出産する場合に

店舗をそのまま借りたまま最低２、３か月休も

うと思うと出費だけは必要で、収入は入ってこ

ないんですよね。コロナのときには雇用されて

いる方に対するいろんな固定費の助成があって、

また、男性の育休とかいろんな制度はかなり充

実されてきているかと思いますが、やっぱり個

人事業主、家族で営業や商売、事業をやってい

る方に対しては余りないんじゃないかと思うん

です。 

 だから、せっかく女性の起業とかいろんなこ

とを取り組んでいるけれども、例えば何か月か

出産を契機に育休を取ろうとすれば、大事なお

客を全部手放さなきゃいけない場合だってある

んですよね。だから、例えばせめて固定費を何

か月か、家賃等の固定費を助成するとか、そう

いうことも考えるべきじゃないかと。農業の分

野では、大分県で農業子育て応援事業がありま

す。妊娠や育児と両立するために代替となる方

を雇うときに、１日当たり１万１千円、母子手

帳の交付日から産後１２か月のうち２９０日以

内と、今年度からその期間も延びましたがそう

いう事業があります。例えば、このような誰か

を代わりに雇う、夫婦で商売している場合も誰

か代わりに雇うときに、その人件費を補助する

とか、何らかのそういう支援が必要じゃないか

と。 

 １人で女性が事業をやっている場合に２人、

３人子どもを産もうとしても、そういう休む期

間が２回も３回もあると、なかなか子どもを欲

しくても難しいケースもあると思うんですね。 

ですから、今後に向けて、やはりそのような個

人事業主等に対する支援策が必要ではないかと

思います。是非、考えていただきたいと思いま

す。部長、何かあればお願いします。 

利光商工観光労働部長 フリーランスの就業環

境整備については、厚生労働省が今回出してい

る予算の概算要求の中でも新しい事業が上がっ

ていると承知をしているので、我々県としても

そういった国の施策の動向などもしっかり注視

していきたいと考えています。 

猿渡委員外議員 例えば、病気になった場合と

か、今、物価高騰の中でコロナ禍に受けた融資

の返済をしている場合もあると思うので、そう

いう物価高騰に対する家族の事業者等に対する

支援も是非、考えていただきたいと思います。 

福崎委員外議員 私から２点、質疑させていた

だきます。 

 主要な施策の成果２６３ページ、障がい者雇

用総合推進事業です。様々な障がい状態があり

ますが、障がい者雇用における職場実習や定着

に対する障がい区分ごとの取組状況についてお

尋ねします。また、雇入れ体験１９０件の内訳

についても障がい区分ごとに教えていただけた

らと思います。また、難病者の雇用についても

お尋ねしたいんですが、障害者総合支援法の改

正で障がい者の範囲に難病等が追加されたと聞

いています。難病者は障がい者に比べて社会や

企業に余り理解されていない部分があるという

ことで、就労の機会が少ないように私は思いま

す。難病者に対する県としての就労支援の取組

状況及び就労状況についてお尋ねします。また、

令和５年度の障がい者雇入れ実習生の就職者数

は１１０人とありますが、定着状況及び１、２

年で離職があり、その理由が分かれば教えてく

ださい。 

 ２点目ですが、主要な施策の成果２４０ペー

ジ、ツーリズム推進基盤強化事業です。ツーリ

ズムおおいたマーケティング機能強化として住

民満足度等の調査を約５千万円かけて実施して

いますが、調査のやり方や調査対象者、どのよ

うな成果が得られたのか。また、この調査でど

のようにこのツーリズムおおいたのマーケティ

ング機能が強化されていくのかですね。多分、

委託に出されたと思いますが、それによってツ

ーリズムおおいたのマーケティング機能が強化

されるのか疑問に思われます。また、今回の調

査結果を今後、どのように活用して観光県大分

を目指していこうと考えているのかお聞かせ願

いたいと思います。 

松木雇用労働室長 障がい者雇用総合推進事業

についてお答えします。障がい者雇用総合推進
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事業では、障がい者雇用に対する企業の理解を

促進し、障がい者の職場実習・定着に向けた取

組を支援しており、県内６か所に設置されてい

る障害者就業・生活支援センターで障がい者雇

入れ体験事業を実施しています。 

 障がい者雇用における職場実習や定着に向け

た取組については、障害者就業・生活支援セン

ターに配置している障がい者雇用アドバイザー

が障がい者と受入先企業のマッチングを行い、

障がいの特性に応じた訓練を個別にコーディネ

ートしています。身体障がい者に対しては、作

業環境や通院などの症状に応じた諸配慮を行い、

知的障がい者に対しては、作業指示を具体的に

分かりやすく繰り返し行うなど配慮しています。

精神障がい者に対してはメンタルアドバイザー

を配置し、精神障がい者の特性、訓練ニーズな

どを踏まえた訓練設定や助言、定着支援などを

行っています。 

 雇入れ体験の障がい別の内訳ですが、精神障

がい９５件、知的障がい６５件、身体障がい１

８件、そのほか発達、高次脳機能障がいなどが

１２件となっています。 

 難病患者の就労支援ですが、こちらは福祉保

健部の事業でアイネスがある建物に設置してい

る県の難病相談・支援センターがハローワーク

大分と連携して取り組んでおり、月に１度、難

病患者就職相談会を開催し、就労に関する相談

や情報提供などの支援を行っています。令和５

年度の相談者数は３８名で、うち就労につなが

った方は４名とのことです。 

 令和５年度の雇入れ体験実習生の定着状況で

すが、令和５年度は就業間もないことから、令

和４年度の実習生の定着率を申し上げると、就

職者数が１１５名のうち１年後の定着率は７１．

３％となっています。離職理由の主なものです

が、人間関係、コミュニケーションの問題、体

調不良などとなっています。 

相本観光政策課長 ツーリズム推進基盤強化事

業についてお答えします。本事業での調査は三

つ行っています。 

 一つ目は住民満足度調査。大分県民の観光客

受入れに対する意識調査を実施しているもので、

ＮＴＴドコモのｄポイントクラブ会員約３千人

を対象に、インターネットを通じて観光客の受

入れに係る意識や満足度を調査しています。観

光客を歓迎すると回答した割合が、令和５年度

は国内観光客で８３．４％、海外観光客が６７．

１％であり、それぞれ令和４年度から１０％ほ

ど歓迎する率が高まっています。 

 二つ目の調査は、人の流れと興味の調査を行

っています。これについては、携帯電話の位置

情報から旅行者の移動経路や滞在時間を把握す

る、また大分県外から来訪した人がインターネ

ットでどういったことを検索しているかという

キーワードから、興味・関心の高い観光地や話

題を県全体、また市町村別に調査を行っていま

す。令和５年度の結果として、人気のある県内

観光地の周遊状況や市町村別に関心が高いキー

ワードなどを把握しています。例えば、大分市

では２０代、４０代、５０代の主に男性が多い、

ビジネス客が多いことになると思いますが、そ

ういった方は主に駅周辺のランチとかを検索し

ているデータが得られています。 

 三つ目の調査が、旅行者の消費動向分析調査

です。全国の主な銀行、金融機関系カード会社

などで構成する日本最大のＶＩＳＡカード発行

企業グループであるＶＪＡグループ加盟店のう

ち、大分県内にある５，５８０社を対象に数字

を抽出しています。年代、どこから来たか、発

地別などの消費傾向を把握、分析しており、そ

の結果、６０代以上のシニア層は消費力が高い

とか、日田市や日出町などは進撃の巨人、ハー

モニーランドとか、アニメやキャラクターの消

費をする人が多いという、何となく感覚では分

かっていますが、そういったものをしっかり数

字として把握できるようになっています。成果

として、これらの調査結果を基に市町村ごとに

発地別観光客数や興味、関心を分析したカルテ

等を作成し、市町村に提供しています。例えば、

杵築市の杵築お城まつりでは、令和５年の来訪

者データを分析した結果、大分市からの来訪が

少なかったこと、また、隣の福岡県のうち、特

に北九州市からの来訪者が多かったというデー

タを基に、令和６年のターゲットを大分市と北
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九州市に設定し、その地域に積極的にＰＲしま

した。その結果、大分市からの来訪者数は前年

比２６６．５％、北九州市からの来訪者数は多

くは増えませんでしたが、福岡市や行橋市など

からの来訪が増えて、福岡県全体からの来訪は

前年比２５４％となるなど、データを基にプロ

モーションした結果が顕著に現れた例もありま

す。 

 これらの調査により、旅行者に関するデータ

や職員のノウハウがツーリズムおおいたに蓄積

されることで、ツーリズムおおいたの観光マー

ケティングに関する専門性を高めることに寄与

していると考えています。調査結果については、

ツーリズムおおいたが開催する観光マーケティ

ング会議等で、市町村や観光協会、観光事業者

に情報提供するとともに、次期ツーリズム戦略

の柱としてデータマーケティングに基づく施策

の展開を掲げているので、これらの蓄積された

データも活用し、大分県観光のさらなる発展を

目指していきたいと考えています。 

福崎委員外議員 難病者の雇用については、福

祉保健部は福祉として取り組まれています。雇

用の部分では、やっぱり商工観光労働部がしっ

かりと難病者の雇用も福祉保健部と連携しなが

ら取り組んでいただきたい。難病者の方に会う

たびに、やっぱり十分皆さんが理解していない

から就職ができない又は就職してもすぐ会社か

ら断られるケースがあるなど、不安を感じなが

ら仕事をしていることも聞きます。そこら辺は

しっかり商工観光労働部から各企業に対して、

理解促進を図る取組をやっていただくことが重

要だと思うので、よろしくお願いします。 

小川副委員長 ほかに委員外議員で質疑はあり

ませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

小川副委員長 それでは本日の質疑等を踏まえ、

全体を通して委員から、ほかに何か質疑はあり

ませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

小川副委員長 ほかにないので、これで質疑を

終了します。 

 これをもって商工観光労働部関係の審査を終

わります。執行部はお疲れ様でした。 

 これより内部協議に入るので、委員はお残り

ください。 

 

  〔商工観光労働部、委員外議員退室〕 

 

小川副委員長 これより内部協議に入ります。 

 さきほどの商工観光労働部の審査における質

疑等を踏まえ、決算審査報告書を取りまとめた

いと思いますが、特に指摘事項や来年度予算へ

反映させるべき意見や要望事項等があればお願

いします。 

堤委員 融資制度の問題について、さきほど若

干聞きましたが、金融は企業にとってみれば事

業継続のための血液みたいなもので、これが滞

ってしまうと廃業、倒産してしまう状況が多々

出てきます。金融機関において企業の負債状況

だけを勘案して新規融資を否決する傾向は、実

際に私もそういうケースを見聞きしました。そ

ういう問題に対し、県として金融機関に対する

指導を以前はよくしていたんだけれども、総合

的に判断して融資の可否を判断するという精神

に基づいた対応を強化していただきたいことが

１点。 

 それと、企業誘致の問題についても常用雇用

とよく言うんだけれども、常用雇用とは１年以

上の雇用で、パートでもアルバイトでも基本的

に常用雇用と言うわけですね。そうじゃなくて、

私が言っているのは正規雇用ね。俗に言えば正

社員を是非、せっかくお金まで出して誘致する

のであれば、声を大にして正規雇用にしてほし

いという点を入れていただきたいと思います。 

小川副委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

小川副委員長 ただいま、委員からいただいた

御意見、御要望及び本日の審査における質疑を

踏まえ、審査報告書案として取りまとめたいと

思います。 

 詳細については委員長に御一任いただきたい

と思いますが、よろしいでしょうか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

小川副委員長 それでは、そのようにします。 
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 以上で商工観光労働部関係の審査報告書の検

討を終わります。 

 ここで、執行部が入室するので、しばらくお

待ちください。 

 
  〔議会事務局、委員外議員入室〕 
 

小川副委員長 これより議会事務局関係の審査

に入りますが、説明は要点を簡潔かつ明瞭にお

願いします。 

 それでは、議会事務局長の説明を求めます。 

小石議会事務局長 議会事務局関係の決算を説

明します。タブレット画面右下に青い通知が出

たらタッチをお願いします。 

  タブレットの資料番号１０番、一般会計及び

特別会計決算事業別説明書の３１５ページを御

覧ください。 

  歳出決算総括表の歳出合計です。議会費の予

算現額１２億８，０３５万円に対して、支出済

額は１０億９，１９８万６９円、不用額は３，

９１４万６，９３１円です。 

  その内訳ですが３１７ページを御覧ください。 

 まず第１目の議会費は、表の上にあるように

予算額９億９，８３４万８千円に対して、決算

額は８億１，４０３万１，８５２円です。この

議会費には、議員報酬手当や議会広報、本会議

開催にかかる費用弁償、政務活動費交付金など

が含まれています。なお、議場システム等改修

事業費１億４，９２２万３千円については、全

額令和６年度に繰り越しています。 

 下の表、第２目事務局費です。表の上にある

ように、予算額２億８，２００万２千円に対し

て、決算額は２億７，７９４万８，２１７円で、

事務局職員３０人分の給与費や会議録作成費用

などです。このうち、公用車の交通事故による

損害賠償に要した経費２９５万円については、

予備費から支出しています。 

 次に、不用額の主なものを説明します。資料

番号９番、決算附属調書の２９ページを御覧く

ださい。 

 金額欄の一番上、議会費の不用額３，５０９

万３，１４８円は、政務活動費交付金の額の確

定による減などです。 

 以上で、議会事務局の説明を終わります。 

小川副委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。 

執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し私から指名を受けた後、自席で起立の上マイ

クを使用し簡潔かつ明瞭に答弁願います。 

 今回、事前通告はありませんが、事前通告さ

れていない委員で質疑はありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

小川副委員長 それでは本日の質疑等を踏まえ、

全体を通して委員から、ほかに何か質疑はあり

ませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

小川副委員長 別にないので、これで質疑を終

了します。 

 これをもって議会事務局関係の審査を終わり

ます。執行部はお疲れ様でした。 

 これより内部協議に入るので、委員はお残り

ください。 

 

  〔議会事務局退室〕 

 

小川副委員長 これより内部協議に入ります。 

 さきほどの議会事務局の審査における質疑等

を踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと

思いますが、特に指摘事項や来年度予算へ反映

させるべき意見や要望事項等があればお願いし

ます。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

小川副委員長 特にないので、審査報告書案の

取りまとめについては、本日の審査における質

疑を踏まえ、委員長に御一任いただきたいと思

いますが、よろしいでしょうか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

小川副委員長 それでは、そのようにします。 

 これで議会事務局関係の審査報告書の検討を

終わります。 

 以上で本日の審査日程は終わりましたが、こ

の際ほかに何かありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

小川副委員長 それでは、次回の委員会は明日
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４日、金曜日の午前１０時から開きます。 

 以上をもって、本日の委員会を終わります。 

 お疲れ様でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


